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──────────────────────────────────────────── 

◎開議の宣告 

○副議長 本日、鈴木議長欠席のため、地方自治法第106条第１項の規定に基づき、副議長の

私が議長の職務を執らせていただきますので、皆様方のご協力をお願いいたします。 

  全員ご起立願います。おはようございます。ご着席ください。 

  本日の会議に欠席通告のあった方は２名であります。 

  定足数に達しておりますので、これより令和４年第４回川西町議会定例会第２日目の会議

を開きます。 

（午前 ９時３０分） 

──────────────────────────────────────────── 

◎議事日程の報告 

○副議長 議事日程につきましては、お手元に配付しておりました印刷物のとおりであります。 

  地方自治法第121条の規定により、町長並びに教育委員会教育長、農業委員会会長及び監

査委員の出席を求めております。 

──────────────────────────────────────────── 

◎一般質問 

○副議長 日程第１、一般質問を行います。 

  一般質問を通告された方は４名であります。 

  発言順位により発言を許します。 

  第１順位の神村建二君は質問席にお着きください。 

  神村建二君。 

（８番 神村建二君 登壇） 

○８番 おはようございます。 

  さきに通告してありますとおり、３つのテーマについて質問をいたします。 

  まず最初に、子供の車内置き去り防止対策は。 

  バスなど車内に子供が置き去りになり、死亡する事故が相次いでいる。ここ一、二年だけ

でも数件の事例が発生している。 

  2020年６月、茨城県つくば市で２歳女児が車内に放置され、熱中症と見られる症状で死亡。

父親が長女を小学校に送った後、次女を保育所に送り忘れ、車に乗せたまま在宅勤務をして

いた。 
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  2021年７月、福岡県中間市で保育園の送迎バスに５歳男児が約９時間放置され、熱中症で

死亡。保育園が車内を確認しないままドアを施錠した。 

  2022年５月、新潟市で１歳５か月の男児が車内に放置され、熱中症の疑いで死亡。父親が

出勤時、子供を保育園に送り忘れ、車に置いたまま出勤した。 

  2022年９月、静岡県牧之原市で認定こども園への送迎バスに３歳女児が約５時間放置され、

熱中症で死亡。園が降車時に車内を確認していなかった。 

  2022年11月、大阪府岸和田市で２歳児が保育所に預け忘れて父親の車内に放置され、熱中

症で死亡した。 

  このような惨状が続く中、全国の保育施設などでは、国の指導もあって送迎バスの安全対

策も進みつつあり、一定の効果が上がっている面もある。しかしながら、施設側の安全確認、

保護者と施設との連絡体制など課題も多く見られる。 

  山形県は、今年９月に保育施設の緊急点検を実施し、その概要を11月に公表している。調

査結果によると、車内の置き去りの見落としを防ぐセンサーの設置は全体の3.2％に過ぎな

かった（山形新聞より）。 

  保育施設の安全装置は、来年４月から設置が義務づけられる方針であるが、本町としての

対応はどのように考えているか伺います。 

  県は、今回の点検に加え、市町村と連携して実地調査を進め、安全管理が不十分な場合は

改善を求めるとしている（山形新聞）が、町は県とのアクションをどのように捉えているか

伺います。 

  保育士１人当たり何人の子供を見るか、国の配置基準は主要国に比べ低いとも言われてい

る。１人の保育士が同時に複数のことを行い、見落としが発生しやすい環境にあるため、改

善する必要があるとも言われている。見解を伺います。 

  利用者の年齢層が保育施設に比べて高いスクールバスの安全対策は、どのように考えてい

るか伺います。 

  次に、旧東沢小学校利活用事業の進展について。 

  東沢小学校が廃校となり、その利活用が注目されていた中、近隣事業者による地域活性化

が期待される事業計画が示された。 

  旧東沢小学校の施設や跡地を活用し、カフェや、町内にこれまでなかったキャンプ場、ド

ッグランなどが計画され、また就労継続支援事業により障害者等の雇用の場になることも期

待される事業ともなっている。 
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  旧校舎、土地、体育館共に貸付けとされ、貸付期間は令和４年４月１日から10年間として

いる。 

  貸付期間開始から半年経過しているが、その進展について伺います。 

  ３つ目、旧高山小学校利活用事業の進展について。 

  旧高山小学校の利活用については、社会福祉法人山形県社会福祉事業団から福祉の拠点施

設として利用したいとの申出があり、本町の福祉向上に寄与すると考えられることから、事

業団に無償で貸し付けることになった。 

  福祉施設の拠点施設として、生活介護事業の事業所（デイサービス）、共同生活援助事業

（グループホーム）の事務室、相談支援事業（ケアマネ等）の事務室、また高齢者が交流で

きるサロンなどの事業などを目的としている。 

  当事業団は、本町下小松にある希望が丘コロニーや老人ホーム他施設等、20か所ほどを運

営もしている。 

  貸付期間は令和３年４月１日から令和28年３月31日までの25年間となっている。 

  貸付期間開始から１年半経過しているが、その進展について伺います。 

  以上でございます。 

○副議長 町長原田俊二君。 

（町長 原田俊二君 登壇） 

○町長 神村建二議員のご質問にお答えいたします。 

  初めに、子供の車内置き去り防止対策はにおける、保育施設の安全装置の義務づけに対す

る対応はについてでありますが、議員ご指摘のとおり、本年10月12日付の国の事務連絡にお

いて、令和５年４月から保育施設の送迎に使用するバス等に安全装置の設置が義務づけられ

ました。また、設置できない場合は、１年間の経過措置としてチェックシート等を活用した

安全確認を行うことも可能とされ、詳細は追って示されることとされております。 

  本町内の園児バスの台数については、学校法人天笠学園認定こども園小松幼稚園に２台、

町立北斗幼稚園に２台、町立美郷幼稚園に４台の合計８台で運行しており、うち、美郷幼稚

園の３台は小学校のスクールバスと兼用となっております。 

  また、町立幼稚園の園児バスの運行については、令和３年度から小・中学校及び幼稚園の

バスを一体的に民間委託しており、園児バスについては添乗員１名が同乗しております。 

  過日、送迎用バスへの安全装置の導入支援事業を含む国の令和４年度第２次補正予算が可

決成立しました。導入支援の事業概要はいまだ示されておりませんが、本町においては、国
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の補正予算を受け、正式な通知があり次第、町立幼稚園のバス６台の安全装置設置に関わる

町の補正予算を準備してまいりたいと考えております。 

  今後は、国・県の動向を注視しながら、安全装置の設置がスムーズに進むよう努めるとと

もに、設置までの期間においても、さきに申し上げたチェックシート等の活用を図るなどの

安全対策を講じていきたいと考えております。 

  次に、安全管理について県との連携をどのように考えるかについてでありますが、本年９

月に県によるバス送迎に当たっての安全管理に関する点検として、乗車時及び降車時の園児

の確認方法、園児が全員降車した後の確認方法等の63項目にわたる調査が実施され、本町で

運行する園児バスについては、県から改善を求められることはありませんでした。 

  さらに、国が示したこどものバス送迎・安全徹底マニュアルに従い、バス送迎における園

児の安全に関する重要性を再確認し、各種マニュアル、名簿様式の見直しを進めるとともに、

幼児施設によっては園児の乗車席を固定化する工夫を行っております。 

  また、全国の痛ましい事故の一要因として、欠席となっている児童の保護者への確認の欠

落が考えられます。本町においては、従前から保護者へ確認作業を行っておりますが、さら

に徹底してまいります。 

  次に、保育士の国の配置基準についての見解はについてでありますが、議員ご指摘のとお

り、日本の保育士等の配置基準は、主要国と比較し、特に３歳以上については低い水準にあ

ると言われております。 

  国の配置基準については、年齢ごとの乳幼児数に応じて保育士または教諭の配置数を定め

るもので、保育所においてゼロ歳児は３人に１人、１歳児及び２歳児は６人に１人、３歳児

は20人に１人、４歳児、５歳児は30人に１人となり、幼稚園においては３歳児から５歳児の

配置基準は35人に１人となっており、町立の幼児施設では、部分的に国基準と比較し高い基

準で運用しており、保育所ではゼロ歳児は２人に１人、１歳児は５人に１人、幼稚園は30人

に１人で運用しております。 

  さらに、近年、特別に配慮が必要な幼児が増加していることから、基準の保育士または教

諭に加え、保育助手等を加配しております。結果的に、配置基準が高いゼロ歳児から２歳児

のクラスを含め、全クラスに２人から３人の保育士、教諭等を配置しております。 

  議員ご指摘の子供の車内置き去り防止対策については、本町では国の配置基準を上回る人

員を配置するとともに、登園及び降園の忙しい時間帯は、園長と副園長のサポート、保育所

においてはパート職員の雇用により対応を強化しております。 



－37－ 

  また、園児バスの運行時の対応としては、幼稚園の園舎内において、登園時及び降園時に

おいて乗車名簿により園児の確認を担当教諭が行うこと、乗車後はバスごとに専門の添乗員

１名が同乗し、乗車名簿により児童の乗り降りの確認を行うことにより、安全確保を図って

おります。 

  次に、スクールバスの安全対策はについてでありますが、小・中学校の児童・生徒となり

ますと自分で行動できますので、乗車、降車を適切に行うよう学校で指導しているところで

あります。 

  また、運行を委託している事業者においては、バス運行終了後の確認事項として、児童・

生徒の乗り過ごしの有無、忘れ物の有無、消毒、車内外の状況確認等を運転手が毎回行い、

安全確保に努めております。 

  次に、旧東沢小学校利活用事業の進展についてでありますが、旧東沢小学校については、

令和３年10月８日に株式会社Ｒｅｓｔにより利活用の申請があり、令和４年４月１日から令

和14年３月31日までの10年間を期間として、土地、校舎、体育館の賃貸借契約を締結したと

ころであります。 

  同事業所の施設利活用計画においては、旧東沢小学校周辺の豊かな自然環境を生かしなが

ら、新たな事業展開を図るための拠点とする考えであり、これまで行っていた木造建築工事、

まきストーブの販売・施工などの事業に加え、新たに就労継続支援事業に取り組み、障害を

お持ちの方に就労の機会を提供するとともに、利用者のニーズに合わせた多様性のある事業

として、カフェやキャンプ場、ドッグラン整備などが計画されております。 

  先月、同事業所の本社機能を旧東沢小学校に移転し、従業員８人で事務所及びまきストー

ブショールームの営業を開始されており、加えて、就労継続支援事業により５人の方が就労

されており、今後さらに３人の増員を予定しているとお聞きしているところであります。 

  現時点での建物内のオープンについては、施設の改修や周知広報に要する期間を考慮し、

来年６月頃をめどとして進められております。町としても、事業を通した雇用の創出や地域

の活性化に期待を寄せているところであり、地元に根差した企業として定着するよう、地域

と連携しながら協力していきたいと考えております。 

  次に、旧高山小学校利活用事業の進展についてでありますが、平成30年10月、社会福祉法

人山形県社会福祉事業団から、旧高山小学校を地域福祉支援施設といて利活用することにつ

いて申出があり、これを受けて、本町では同事業団及び関係課と協議を進め、令和３年３月、

町議会定例会において、旧高山小学校の土地、建物を令和３年４月１日から令和28年３月31
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日までの25年間無償貸付けとする議決をいただき、令和３年４月、同事業団と契約を締結す

るに至りました。 

  地元高山中里地区の皆さんには、本年３月28日、高山多目的研修センターにおいて、同事

業団から改修工事に関わるスケジュール及び校舎内の改修案について説明が行われておりま

す。 

  同事業団は、当初、令和３年度中に旧高山小学校の改修工事を行い、事業開始を令和４年

４月からと予定しておりましたが、建設資材高騰等による同事業団の予算対応や工事に係る

調査、設計業務、福祉施設化に伴う諸手続に時間を要し、後期を令和５年５月までと見直し、

改めて本年11月、高山地区の皆さんを対象に、工事施工者及び設計業者による旧高山小学校

の改修概要と事業概要について２回目の説明会が行われております。 

  同事業団は、山形県内全域において特別養護老人ホーム、障害者支援施設、救護施設等を

自主経営するほか、指定管理施設として養護老人ホーム２施設の管理を担っており、本町に

おいては、山形県総合コロニー希望が丘の経営母体として障害福祉サービス事業を実施して

おります。 

  改修工事完了後は、旧高山小学校において生活介護事業、相談支援事業、グループホーム

事業所等として事業が行われると伺っております。今後、地域共生社会における地域福祉支

援の中心的施設として利活用されることに期待するものであります。 

  以上、神村建二議員のご質問のお答えとさせていただきます。 

○副議長 神村建二君。 

○８番 ありがとうございます。 

  それで、まず子供の車内置き去り防止対策の件でございますが、いろいろと置き去りの事

例が発生しまして、国としてもいろいろ、いわゆるバスの安全装置、これの設置義務を考え

ているということで、それの事前調査が県としてあったわけでございますが、それによると

安全装置を設置しているのは県内で５施設だけであったと。率にすると3.2％だったという

ような結果が出ているわけでしたが、本町の現状はどうだったんでしょうか。 

○副議長 小林健康子育て課長。 

○健康子育て課長 私のほうからお答え申し上げます。 

  現在、町が運行しているのは８台ということで答弁が町長のほうからありましたが、全て

安全装置につきましては設置していないという状況でございます。 

  以上です。 
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○副議長 神村建二君。 

○８番 先ほどの答弁によりますと、国の方針に従ってこれから安全装置を設置していくと。

来年の４月、５月には設置が義務づけられるということでございます。それで、その設置の

ための補助支援、これが必要になってくるわけですが、これの支援につきまして、本町には

町立の保育所、それから私立の幼稚園等がございますが、これの分け隔てなく支援をしてい

くということでしょうか。 

○副議長 小林健康子育て課長。 

○健康子育て課長 結論から申し上げますと、８台平等に補助される予定となってございます。 

  ただ、補助の方法として二通りございます。小松幼稚園、私立につきましては、県を通じ

て補助される見込みとなってございます。本町の６台につきましては、県に町のほうから申

請をするといったことで、その６台につきましては補正予算の準備を今進めているところで

ございます。 

  その詳細な内容につきましては、12月２日に国会で成立してございますが、まだ示されて

おらない状況でございますので、その状況を見ながら対応してまいりたいというふうに考え

ているところでございます。 

  以上です。 

○副議長 神村建二君。 

○８番 安全装置と一言で言えば終わりなんですけれども、その中身が大別してセンサーなの

かブザーなのか、その辺のところの内容については国の方針を待ちということでしょうか。 

○副議長 小林健康子育て課長。 

○健康子育て課長 国からの通知待ちといったところでございますが、従前にちょっと分かっ

ている内容でいいますと、定額補助の予定をされている。市場価格を見た価格設定といった

ところが分かってございますが、報道ですと５万というところも見えますし、18万という設

定といったところで一部見えているところはございますが、これから国からの正式通知をも

って対応してまいりたいというふうに思っております。 

  以上です。 

○副議長 神村建二君。 

○８番 幼稚園、保育所が対象で考えていらっしゃるということですが、その安全装置は、先

ほど最初に質問しましたスクールバス、これについては安全装置はどういうふうに考えてい

らっしゃいますか。 
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○副議長 金子教育文化課長。 

○教育文化課長 スクールバスにつきましては、国のほうで小・中学校、それから町のほうに

はございませんが特別支援学校、こちらのほうでもスクールバスがある場合は同様の措置を

するようにという考え方は示されておりますが、こちらについても内容についてはまだ国か

ら示されておりませんので、その状況を踏まえながら対応を検討してまいりたいというふう

に考えてございます。 

○副議長 神村建二君。 

○８番 そうすると、スクールバスの場合は、幼稚園、保育所とは一応切り離して考えている

ということでよろしいんでしょうか。 

○副議長 金子教育文化課長。 

○教育文化課長 考え方としては同様になるというふうに思っておりますが、詳細が示されて

いないということなので、国からの指導、指示を待っているという状況でございます。 

○副議長 神村建二君。 

○８番 実地検査という概念があります。これは、保育園が適切に運営されているかどうか、

行政のほうから年に１回以上現場を確認するということで、それがいわゆる実地検査である

ということでありますが、非常に行政としては検査員が足りないとかそういったこともあっ

て、あまり確実に実施されていないという報道もあるわけでございますが、この実地検査に

ついて、いわゆる保育園が安全装置も含めて運営をきちっとやっているかどうか、こういっ

たことを観察する、現場を確認する、これについては本町の実態はどうなんでしょうか。 

○副議長 小林健康子育て課長。 

○健康子育て課長 私のほうからお答えいたします。 

  実地検査、監査につきましては、認定のところの行政機関が行うといったことになってご

ざいまして、今回問題になっている幼稚園と保育所のほうにつきましては山形県知事が指定

するということになってございますので、その指導監査の権限につきましては県にあるとい

うことで認識しております。 

  ちなみに、本町でその指導権限があるといったところにつきましては、無認可の幼児施設

のほうは監査指導等は行っているところでございますが、今回問題になっている園児バスを

運行している施設につきましては県のほうの指導監査があるといったところでございますが、

そちらで特に問題になっているといったところは聞き及んでおらないので、そういうふうに

今のところ判断というか、認識をしております。 
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  以上です。 

○副議長 神村建二君。 

○８番 そうすると、町でやっているのは無認可の施設であるという解釈でよろしいんですか。 

○副議長 小林健康子育て課長。 

○健康子育て課長 そういう見解になります。よろしくお願いします。 

○副議長 神村建二君。 

○８番 具体的に何施設あるんですか、無認可は。その実地検査をやっている対象の施設とい

うのは。 

○副議長 小林健康子育て課長。 

○健康子育て課長 無認可につきましては、簡単に申し上げますと院内保育所、置賜病院と湖

山病院に１施設ずつございますが、そちらの監査といったことでよろしくお願いしたいと思

います。 

○副議長 神村建二君。 

○８番 １か所ということですか、２か所ということですか。 

○副議長 小林健康子育て課長。 

○健康子育て課長 失礼しました。合計２か所ということになります。 

○副議長 神村建二君。 

○８番 その２か所について、実際に１年に何回ぐらいやっている。１回ですか、２回ですか。 

○副議長 小林健康子育て課長。 

○健康子育て課長 私のほうからお答えします。 

  そちらについては年１回実施しております。ちなみに今年は実施済みといったことであり

ます。よろしくお願いします。 

○副議長 神村建二君。 

○８番 非常に行政としても忙しい中、そういったきちっとやらなくちゃならないということ

で、２か所で数はまあ少ないんですけれども、やっていらっしゃるということですが、その

結果については、何か県に報告するとか国に報告するとかというような決まりはあるんです

か。 

○副議長 小林健康子育て課長。 

○健康子育て課長 また私のほうからお答えします。 

  こちらの監査事務につきましては、県から権限委譲を受けてやっている内容でございまし
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て、結果的に県のほうに進達するような形でお知らせしているといったことでご理解いただ

ければと思います。監査結果につきましては、県のほうに進達しているといったことでご理

解いただければと思います。 

○副議長 神村建二君。 

○８番 今までそういったところで検査をして、不具合が指摘されたというようなことはあっ

たんでしょうか。 

○副議長 小林健康子育て課長。 

○健康子育て課長 私のほうからお答えしますが、ちょっと過去に遡ってしまいますと、今回

の問題の趣旨と違うのでちょっと手元に資料がございませんが、今年度の実施につきまして

は特に問題なかったというふうに認識してございます。 

○副議長 神村建二君。 

○８番 そういったことで、町の管轄する保育所、幼稚園につきましては正常に運営している

ということをお聞きしました。 

  それで、最近報道をにぎわしているのが、保育士の子供に対する虐待事件が発生している

と。富山県とか静岡県とかそういったところで、保育士の数自体も当然、先ほどの我が国は

諸外国に比べて非常に配置される人数も少ないという答弁がありまして、まさしくそのとお

りで、保育士の数の手当ても十分やっていかなくちゃならないということでございますが、

それと同時に保育士の適正性、適正な保育士の確保ということも十分に考えていかなくちゃ

ならないわけでございますが、その点の認識というのはどういうふうに考えていらっしゃい

ますか。 

○副議長 小林健康子育て課長。 

○健康子育て課長 それでは、私のほうからお答えしますが、なかなか難しい問題であるなと

いうふうにはちょっと考えてございますが、今現在考えておるのは、そういった環境整備の

ほうは必要かなというふうには考えてございますし、採用してお願いした後の教育、こちら

のほうも重要かなというふうには認識しているところでございます。ちょっとお答えになら

ないかもしれませんが、そのように考えてございます。 

○副議長 神村建二君。 

○８番 いずれにしても、子供の命というのは非常に大切な宝でございますので、そういった

面で、子供が絶対に亡くなるというようなことがないように要望いたします。 

  次に、旧東沢小学校の件でございますが、東沢小学校も高山小学校も、新しい事業を控え
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て今進みつつあるというお答えをいただきまして、そういった事業がオープンされれば町の

活性化にもつながるし、にぎわいの拠点にもなるというふうに思うわけでございますが、今

進めている両方の学校の事業について、障害となっているようなことがないのかどうかお聞

きしたいと思います。 

○副議長 安部まちづくり課長。 

○まちづくり課長 旧東沢小学校で事業をされておりますＲｅｓｔさんと先月、11月２日にも

現場のほうにお伺いしまして、会社のほうにお伺いしまして、状況等をお聞きしております。

今お困りの点ということでは、特別Ｒｅｓｔさんのほうからは町のほうに対してなかったと

ころでございます。 

  以上でございます。 

○副議長 原田福祉介護課長。 

○福祉介護課長 私のほうからもお答えをさせていただきます。 

  私も、旧東沢のほうに見学といいますか、行かせていただきました。 

（高山のほうで    ） 

○福祉介護課長 分かりました、はい。高山も東沢のほうにも行ったものですからあれだった

んですが、私のほうから旧高山小学校のほうについてのものでございます。町長の答弁にも

させていただきましたが、資材の関係であるとかで着工が遅れてしまったということが１つ

の課題といいますか、問題であったかなというふうには考えておりますが、住民の方への説

明等も十分にさせていただいておりますので、今後速やかな着工がなれば特に問題はないの

かなというふうに考えております。 

  以上でございます。 

○副議長 神村建二君。 

○８番 ２つとも非常に有効な事業というふうに認識されますので、町としてもこれから継続

して見守っていただいて、そして障害となるようなものがあれば、それを取り除いていくと

いうようなことをひとつお願いいたしまして、私の質問は終わります。 

○副議長 神村建二君の一般質問は終了いたしました。 

  ここで休憩いたします。 

  再開時刻を午前10時30分といたします。 

（午前１０時１０分） 

──────────────────────────────────────────── 
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○副議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

（午前１０時３０分） 

──────────────────────────────────────────── 

○副議長 第２順位の橋本欣一君は質問席にお着きください。 

  橋本欣一君。 

（９番 橋本欣一君 登壇） 

○９番 本日２番目の質問でございます。よろしくお願い申し上げます。 

  議長宛てに通告のとおり質問いたします。 

  初めに、町職員の定数と会計年度任用職員の処遇改善について質問いたします。 

  12月定例会に定年延長の関係条例が提出されます。時代の趨勢で、定年延長は当然のこと

です。経験豊かな有能な人材の活用は、歓迎すべきものであります。定年を迎えられる職員

の大半は、労務形態は変わるものの、65歳まで働き続けられるものと推察いたします。 

  町の職員数は200名前後で推移しており、さらに非正規の会計年度任用職員100名余りで職

務が執行されております。町長は、ＤＸ推進など執務の合理化と適正化で職員数の整理を図

ると言われ、現に５年単位で見れば微減していると思っております。半面、臨時職員から会

計年度任用職員などと名称を変えながら、非正規職員を増やしてまいりました。非正規職員

の手を借りなければ事務執行が滞るのが実態であります。まして、コロナ禍、災害多発をは

じめとし、高齢化、地域振興など年々高まる行政需要と住民サービスに対応するには、専門

性と経験を持った職員の確保は、安定・安心した行政運営には必須と思います。さらに、新

採による行政内部の新陳代謝、後継者育成も必要です。定年延長と新採で総職員数の増加も

予想されます。人口減少の中で、職員の増加も町民理解には厳しい、難しいところでありま

す。 

  町長は、今後の行政サービスの充実を図りながらコストダウンに取り組まなければなりま

せん。町職員数の捉え方を、質的向上と予算面からどのようにお考えでしょうか。 

  会計年度任用職員については、前述したように必要不可欠な職員にもかかわらず、臨時、

非正規の時代から官製ワーキングプアと言われ、賃金の引上げと正職員との待遇改善の是正

が必要と言われてまいりました。継続雇用が確約されているわけでなく、１年先の生活さえ

想像できないなどの声もあります。会計年度任用職員制度になってからは多少の待遇改善が

ありましたが、微々たるもので、根本的に待遇改善を図る必要があります。町の会計年度任

用職員の実態と今後についてお聞きいたします。 
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  次に、公共交通について質問いたします。 

  過日、山交バスによる小松米沢間の来年３月での営業廃止の説明がありました。さらに、

８月豪雨により、米坂線は一部開通のみで全面復旧のめども立たず、公共交通の片足が麻痺

した状態になっております。バスにつきましては、利用者がほぼおらず、以前よりその存続

の可否が問われておりましたが、いざなくなるとなれば寂しいものです。感情論だけでは語

れないわけですが、バスによる移動の手段は終えんとなるわけです。 

  町では、町内移動はデマンド交通に重点を置き、その利用を進めてきました。一方、町外

には自力か、もしくはタクシーなどでの移動しかなくなったわけで、町外への公共交通手段

の１つがなくなったことは残念なことです。 

  国では、令和２年に地域公共交通活性化再生法により、地域公共交通計画の策定が市町村

の努力義務となりました。町の政策として、バスやタクシーといったいわゆる公共交通サー

ビスだけでなく、ＮＰＯ等による自動車を利用した有償旅客運送や福祉運送、スクールバス、

病院・商業施設などの民間業者による送迎サービスといった地域で自発的に取り組まれてい

る移送サービスをも盛り込んで、総合的に持続可能な移動手段を確保していくという考えが

明確に示されました。 

  交通政策は、将来を見据え、福祉、都市計画、観光、産業振興などの多くの観点からまさ

に総合的に検討し、施策を練っていく必要があります。町長のお考えをお聞きします。 

  米坂線は現在、米沢今泉間のみの運行で、今泉坂町間は代行バス運行です。米坂線の全面

復旧についてはどのようになりますか。 

  過日、長井市長が、フラワー長井線と米坂線の一部区間を山形鉄道に業務委託する形で運

行することを目指すと報道されました。町長のお考えをお聞きいたします。 

  続いて、８月３日大雨による被害復旧に関して質問いたします。 

  既に11月21日の全員協議会で報告があり、それぞれに交付金、補助金申請済み、あるいは

申請のための準備に入っているとのことで、職員、関係者のご苦労に感謝いたします。反面、

町民からは、３か月もたつのに復旧が遅いのではないか、特にダリヤ園につながる町道は生

活道路でもあるし、いち早い復旧が望まれているので何とかしてほしいという声です。 

  設計が遅れてなかなか着手できないとのことですが、工事が進まない原因は、町民の方に

は説明が届いておりません。せめて当該地域の住民には経過報告などをすべきと思いますが、

いかがでしょうか。 

  大光院１号堤については、現在の強度基準に合わせてより強靱に原状復帰する、また上流
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の２つの堤も対策していくとの説明でしたが、堤下流住民の不安は払拭されません。激甚対

策では原状復帰が原則ですから、応用が利かないのかをお尋ねいたします。 

  また、応用が利く利かないにかかわらず、下流域に何らかの強力な排水対策を施し、万が

一の際でも被害を最小限に抑える対策が必要であると考えますが、町長のお考えはいかがで

しょうか。 

  以上、壇上からの質問といたします。 

○副議長 町長原田俊二君。 

（町長 原田俊二君 登壇） 

○町長 橋本欣一議員のご質問にお答えいたします。 

  初めに、町職員の定数と会計年度職員の処遇改善についてにおける、町職員数のとらえ方

についてでありますが、本町の職員数は現在199人で、一般職員156人、幼児施設及び学校勤

務職員34人、再任用職員９人となっております。 

  職員数においては、国において行財政改革が推進され、本町においても集中改革プランを

策定し、職員数の削減を実施してまいりました。しかし、昨今の刻々と変化する社会情勢を

的確に捉え、多様化する住民ニーズに対応した行政サービスの提供には、職員の確保は必要

と考えられるものの、少子化・人口減少に伴う将来の人口規模や財政規模を想定すると、職

員の増員は難しいものと考えております。現状としては、ここ10年間、職員数は200人前後

で推移しているところであります。 

  そのため、現在、第２次経営改革プランにおいて、行政運営・職員改革を大きな柱の１つ

とし、職員の成長と組織力の向上に努め、限られた人員でも業務が遂行できるよう、業務マ

ニュアルの作成や職員提案による業務改善、ＲＰＡの活用などによる事務の効率化を図るな

ど、事務事業の見直しを進めているところであります。 

  また、大きな制度改正となる定年延長については、令和14年までは定年年齢が段階的に引

き上げられる過渡期になります。加えて、高齢期の職員については、フルタイム勤務やパー

トタイム勤務などの働き方の選択肢が増えることから、職員数の動向が見込みづらくなるこ

とが予想されますが、必要なサービスを提供できる職員数を確保し、また高齢期職員の知識、

経験を継承しながら、総人件費を考慮しつつ職員採用を継続することで組織の活性化を図っ

ていきたいと考えております。 

  少子高齢化の進展やライフスタイル、価値観の変化により行政に求められる住民ニーズや

地域が抱える課題は多様化・複雑化しております。その諸課題に対応できる職員を育成する
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とともに、必要な人材の確保に努めてまいります。 

  次に、会計年度任用職員の実態と今後についてでありますが、本町では、今年４月１日現

在で104人の会計年度任用職員を任用しており、任用期間が１か月に満たない者から１年ま

での者や、１日の勤務時間が２時間の者から７時間45分までの者と、多様な働き方で勤務い

ただいております。また、職務としては、介護支援専門員や保育士、調理師、交通安全指導

員、外国語指導助手などの一定の経験、資格を必要とする職種、事務補助や保育助手などの

定型業務、一時的な業務の増大、繁忙により必要な期間業務を担っていただく職などがあり

ます。 

  本町における会計年度任用職員の処遇につきましては、給与は一般職の給料表を用い、そ

の従事する職務や経験年数に応じ決定し、期末手当についても一般職と同様の月数を支給し

ております。さらに、今年10月からの地方公務員等共済組合法の改正により、週20時間以上

の勤務や賃金月額８万8,000円以上の職員は、山形県市町村職員共済組合への加入となり、

各種保健事業の給付を受けるなど福利厚生が充実しております。 

  令和２年度に導入された会計年度任用職員制度は、それまでの嘱託職員や日々雇用職員の

任用根拠が整理され、一般職の非常勤職員となりました。会計年度任用職員の職務の内容や

責任の程度については、職員と異なる設定とする必要があるとされているほか、給与につい

ては、職務の内容や責任、必要となる知識、技術及び職務経験等を考慮するとともに、民間

企業給与水準の状況等も留意し、決定するものとされております。 

  制度導入から約３年が経過しておりますので、本町においても、行政課題の変化に合わせ、

会計年度任用職員に係る働き方、勤務時間、従事する職務の範囲等について検討するととも

に、国では現在、勤勉手当の支給を検討しているところでありますので、町としましても今

後の処遇改善について、国の動向を踏まえながら検討していきたいと考えております。 

  次に、公共交通についてにおける、町の交通政策についてでありますが、本町は平成18年

度から、目的地を限定し、平日のみの運行という形態ではありましたが、デマンド型乗合交

通を開始し、地域交通確保に努めてまいりました。運行に当たっては、毎年、アンケート調

査や委託事業者との情報交換を行い、利用者のニーズを把握しながら改善を行い、現在では

土日祝日も運行し、町内どこでも乗り降り可能とするなど、より利用しやすいサービスの提

供に努めており、今年６月からは、一部制限はあるものの、当日予約を開始するなど利便性

の向上を図っております。 

  今後、高齢化の進展により、日常的な移動が不自由な方の生活交通の確保がますます重要
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となってくることから、町民の福祉向上を見据え、広域運行等、サービス全体の利便性の向

上を図るため、継続的な検討を進めていく必要があります。 

  一方で、令和２年に地域公共交通の活性化及び再生に関する法律が改正され、全ての地方

公共団体において地域公共交通計画の策定が努力義務とされたことから、令和３年３月に、

山形県及び県内全市町村が参画する山形県地域公共交通計画が策定され、ご質問にもありま

すとおり、広域化、多様化していくニーズに対応すべく、ＮＰＯ等による自動車を利用した

有償旅客運送や福祉運送、スクールバス、民間業者による送迎サービスなど、あらゆる輸送

資源を総動員し、総合的に持続可能な移動手段を確保していくとの方針が示されております。 

  本町としては、現在運行しているデマンド型乗合交通の広域運行を含めたさらなる充実を

検討するとともに、県計画に基づき、置賜定住自立圏の圏域において、多様なサービスが相

互に連携することで多様なニーズに対応し、サービス全体の利便性向上を図るための調査検

討を進めてまいりたいと考えております。 

  次に、米坂線の復旧についてでありますが、本年８月３日の豪雨により、現在、米坂線は、

橋梁の崩壊や線路の道床の流出等により、今泉駅と坂町駅の間で運行開始のめどが立たない

状況となっております。 

  ＪＲ米坂線については、通学通勤をはじめとする地域の生活に不可欠な路線であると同時

に、山形県と新潟県を結ぶ広域的な観光・交流ネットワークを形成する上でも重要な路線で

あると認識しております。 

  本町としましては、継続して国に対し、復旧に向け東日本旅客鉄道株式会社に要請いただ

くよう要望活動を行っております。また、県や米坂線整備促進期成同盟会とも連携しながら、

東日本旅客鉄道株式会社に対し早期復旧の要望を行ってまいります。 

  次に、米坂線の山形鉄道業務委託提案についてでありますが、11月15日の河北新報に突然

掲載された記事であり、フラワー長井線利用拡大協議会等の場においても全く話題に上った

ことのないものであります。当然、何の説明も受けておらず回答できかねますので、ご了承

くださいますようお願いいたします。 

  次に、８月大雨被害復旧についてにおける、復旧の遅れと住民周知についてでありますが、

８月３日の大雨による公共土木施設の被害のうち、特に大規模な被災箇所については、道路

が10か所、河川が15か所、橋梁が２か所となっております。この間、特に生活交通に不可欠

な殿原公園線や飯豊町に通ずる眺山線、下小松雁境線、準用河川山口沢川の一部については、

緊急的に仮復旧を実施し、施設機能の確保に努めてきたところであります。 
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  大規模な復旧工事については、国の災害復旧事業の補助を受けて工事を実施することとし

ており、国からの災害査定を受け、工法等が確定した後に本復旧の手続となるため、国側の

スケジュールもあることから、ある程度時間を要することをご理解願います。 

  道路や河川に係る国の災害査定については、11月11日に終了し、現在、実施設計を進めて

おり、今後、順次本復旧工事の発注に着手してまいりますが、被災箇所数が非常に多いため、

一部工事については次年度に繰越しの上、施工することも想定しているところであります。 

  住民周知についてでありますが、ダリヤ園につながる町道上六角平谷地線及び公園２号橋

については、現在、工事施工に向けて準備を進めており、過日、11月28日に西区自治会連合

会の各自治会長との意見交換会において、進捗状況と今後の対応についてご説明を申し上げ

たところであります。それぞれの被災箇所については、実際に工事に入る際に、工事概要に

ついて、関係する町民の皆さんに対し、お知らせしてまいります。 

  また、道路や河川の復旧工事に限らず、ため池や農業施設等を含めた町全体の災害復旧に

対する進捗状況や基本的な考え方、スケジュール等については、町民の皆さんへお知らせす

べき内容を整理し、速やかな周知に努めていきたいと考えております。 

  次に、大光院堤第１号の復旧と下流域の排水対策についてでありますが、大光院堤１号の

決壊被害を受け、これまで山形県や国の機関である農研機構とともに調査及び検討会を実施

しており、その中で被災原因とこれからの復旧方針について検討をいただいております。 

  大光院堤１号は、上流域にある内山沢堤、新八堤と重ねため池として下流域の水田に農業

用水を供給しており、あわせて、内山沢エリアに降る雨水を蓄え、緩やかに排水するという

防災機能を有するため池であります。本ため池は、地域防災の視点からその復旧は急務であ

り、ため池の機能を強靱化しながら災害復旧する方針で現在作業を進めております。 

  大光院堤１号は、現在のため池設置基準に沿った、災害に強い、より強靱な構造とする計

画を作成し、国の災害復旧事業に申請を行っており、また、ため池堤体の強化と併せ、洪水

吐け、ため池上流部及び下流部の水路の機能強化を図る整備を行う予定であり、あわせて、

大光院堤１号、新八堤の緊急時に備える施設として、水位監視システムや緊急放流機能の整

備、しゅんせつ等を行う計画としております。 

  このたびの災害では、400年に一度の豪雨により大きな被害をもたらしたと言われており

ますが、内山沢エリアに降る雨水をどのように河川等に排水していくべきか、課題が明らか

となりました。 

  現在の配水経路は、上小松地区の地下を通る内山沢放水路を経由し犬川に流れる路線と、
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農業用水路を経由し東陽寺前方面に流れる路線、平谷地集落内を経由して犬川に流れる路線

の３路線でありますが、８月３日のような豪雨が今後再び発生することが想定される中、よ

り強力な防災対策が必要であることは明らかでありますので、小松中心部への被害防止を最

優先課題とし、大光院堤１号の復旧と併せて、内山沢エリアの総合的な排水対策を講じてま

いります。 

  以上、橋本欣一議員のご質問のお答えとさせていただきます。 

○副議長 橋本欣一君。 

○９番 丁寧なご答弁をいただきましてありがとうございます。 

  まず初めに、町職員の定数、人員の件についてでございますけれども、町の条例上は、総

人数というか総定員数は294名というふうに、それぞれ町長部局、あるいは教育委員会等々

の区分けもあるようなんですけれども、294名が定数で、現在は200名前後でこれを執行、行

われているということでございますけれども、今後この定年延長によりまして、５年間で定

年延長、65歳まで延ばすということでございますけれども、質問しましたとおり、経験豊か

な皆さんがそのまま残った場合のシミュレーションというか、定数というのはどのぐらいに

なるかというか、まあ定年なさる方はどのぐらいいるかという話になるんでしょうけれども、

どうなんでしょうかね、その辺の人数というのは。 

○副議長 町長原田俊二君。 

○町長 定年延長によりまして、職員の方の１歳刻みで延びていくわけでありますけれども、

そのことも含めて、現行の定数は維持していきたいというふうに考えております。 

○副議長 橋本欣一君。 

○９番 定数維持というのはいいんですけれども、現実的に職員の方が残るとすれば何人ぐら

いになるかという想定はどうなんでしょう。もちろん職員の方のそれぞれの勤務形態や意向

というのももちろん重視しなきゃいけないんですけれども、残ると仮定すればどのぐらいに

なるかというのは計算なさっていないんでしょうかね。 

○副議長 原田町長。 

○町長 定年延長でそのまま就労されるとすれば、その定数がそのままにいくわけですから、

採用の状況というのを反映して調整しますので、現行199人でありますけれども、その水準

が維持されるものと考えております。 

○副議長 橋本欣一君。 

○９番 勘違いしていました、私。了解しました。 
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  さらに当然新採というのも必要なわけなんですけれども、現状から多少、総職員数として

は増えるというふうに考えてよろしいでしょうかね。 

○副議長 原田町長。 

○町長 職員の定年が60歳を超えて延長されれば、昨日提案させていただいたように、給与は

70％ということになります。総人件費としては圧縮になるわけでありますので、町としては

その業務内容に応じた形での職員確保を図っていくという観点で考えておりますので、そう

いう意味では、定年延長になられた方々の業務というものをどうつくっていくのかというこ

と、それで住民サービスにどう貢献していくのかという観点で、サービス内容をしっかり管

理しながら対応していかなきゃいけないなというふうに思っております。 

  もう一方では、組織が維持できるためには、毎年採用計画を立てていくということも大事

な観点でありますので、そこは定年を迎える方々の意向をしっかり踏まえながら、また業務

の状況を確認しながら対応していかなきゃいけないなというふうに思っております。私自身

としては、採用は継続して取り組んでいく必要があるというふうに考えておりますので、そ

のことをぜひ議員の皆さんにもご理解いただきたいと思います。 

○副議長 橋本欣一君。 

○９番 私は以前から、必要な人数はやっぱりきちっとした形で、定数という形じゃなくて、

人数としてやっぱり必要確保すべきだというふうに言っておりますし、後ほど質問いたしま

すけれども、会計年度任用職員なんかも100人を超える方で事務執行が行われているという

現状を考えれば、多少やっぱり専門職なんかは職員にしながら維持する必要があるんではな

いかなというふうに私は考えておるんですけれども、そもそも町職員の人数の考え方という

のは、例えば類似団体や近隣の市町村の職員数、住民１人当たり何人とかという比較方法が

あるんでしょうけれども、そういった考え方と、もう一つは業務、いろいろな業務があるわ

けなんですけれども、住民サービス業務、これの積み上げによって何人必要かということで

考えていくという方法もあるんでしょうけれども、町長、現状でやっぱり現状維持をしたい

というのは、その業務量に応じた人数だと、このようにお考えでしょうか。 

○副議長 町長原田俊二君。 

○町長 先ほどの答弁の中にもありましたように、一般職については約160人ぐらいでありま

して、そのほかに幼児施設の職員、さらには学校勤務の職員、こういった皆さんも合わせて

199人というふうに報告をさせていただきました。そういう意味では、近隣の状況からすれ

ば、幼児施設については民営化をされるとか、学校の調理業務については委託をするとか、
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様々な対応をしながら圧縮を図っていらっしゃるということはご理解いただきたいと思いま

す。そういう意味で、一般職の業務が160人程度で今後とも継続できるのか、さらには会計

年度任用職員の皆さんのお力をお借りしながら業務遂行を図っていかなきゃならない今の現

状をどう打開していくのかということについては、将来を見据えた形で検討させていただく

ことになると思います。 

  今、１万4,000人の人口規模でありますけれども、10年たてば１万2,000人程度まで下がる

可能性があるというふうに言われております。そういう意味では、定数を確保して職員を確

保するということは、将来的な人件費の増につながっていくということにもつながりますの

で、業務の状況を把握しながら対応していかなければならないということをご理解賜りたい

と思います。 

○副議長 橋本欣一君。 

○９番 大変難しい判断だなと思うんですけれども、行政サービスをさらに充実させながら人

件費を減らすということで、まるきり逆、矛盾するような方策をやらなければいけないとい

うのは大変なんでしょうけれども、やっぱり一番は住民理解を得られるかということで、そ

れに応じた住民サービスになっているのかということを評価しなければいけないと思うんで

すけれども、一応役場内での、庁内での行政評価というものでも大変課題があるという指摘

というのはそうはないわけで、おおむねあるいは順調であるという、良好であるという評価

なわけですから、まあ現状がいいのかって、何の質問をしているんだと言われるかもしれま

せんけれども、現状で何とか住民の方には理解いただいているんじゃないかなというふうに

は私は理解するわけなんですけれども、この定年延長によって人数がどうなるか、あるいは

新採の採用になってどうなっていくのか、行政サービスはどうなっていくかという総合的な

判断の中でよりよいものを常に追求していただきたいなと、こう考えるところです。 

  一方で、先ほど申し上げましたように、会計年度職員の方は106名でということだったわ

けなんですけれども、いろいろな形態の違いはあるようなんですけれども、会計年度任用職

員、３年目を迎えるということで、当初公募によらない方法で会計年度任用職員を採用する

というような国の方針があったようなんですけれども、３年限りで、今度は公募によるとい

う方向になっていくのか、詳しく、総務課長、どうなんですか。 

○副議長 大滝総務課長。 

○総務課長 会計年度任用職員の募集につきましては、２年度の制度導入時以来、毎年公募に

よりまして職員を採用しているところであります。 
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○副議長 橋本欣一君。 

○９番 すると、私の認識が間違っていたということなんですけれども、縛りがなく自由に採

用できるということで、公募によるものであればそれが解けるということで、使う側からす

ればその縛りがなくなるわけで、自由に解雇もできるというふうなことなのかなと私は思っ

たわけなんですけれども、やっぱり１年単位や３年単位という雇用の単位では生活上も不安

があるし、なかなか仕事にも身が入らないんじゃないかなという、こんな思いで質問させて

もらいましたし、一定程度やっぱり長期雇用、しかも経験者なわけですから、これをしてい

ただきたいというふうなことで、単年度雇用じゃなくて長期雇用の方向で進んでいただきた

い。さらに、同一労働同一賃金ということで、正職員の代わりになるんじゃなくて、正職員

と同等の仕事をしているんじゃないかと私は思うわけなんで、その辺いかがでしょうかね、

町長か。 

○副議長 町長原田俊二君。 

○町長 答弁でも触れさせていただきましたけれども、資格を持っていらっしゃる方、資格要

件によって専門的な知識を発揮していただいて業務に当たっている方々などについては、町

として任用できない部分を補っていただいているという意味では大変ありがたいなというふ

うに思っております。 

  会計年度任用職員についてはかなり幅がありまして、先ほど神村議員からご質問ありまし

た幼児施設というのは、パートの方々も含めてですけれども、会計年度任用職員という対応

をさせていただいているところでありまして、様々な働き方、または今の町の職員を見てい

ますと、若い職員が増えたということもありまして、育休を取得されたり、本当に大変喜ば

しいことでありまして、そういったところを補っていただける方とかという形で臨時的にも

入っていただいておりますので、多種多様な部分で補っていただくということになっており

ますので、今後とも専門的な知識を有する方々、もしくは技量を持っていらっしゃる方々に

ついては、処遇改善なども図りながら、継続した業務に当たっていただくよう配慮をしなが

らも、全体的には正職員では対応できない部分を今後とも応援していただくような形で事務

執行を進めてまいりたいと考えております。 

○副議長 橋本欣一君。 

○９番 いろいろな形態があるということで、100人を超える雇用で運営するというのもどう

なのかなというふうには私は思うんですけれども、やっぱり町長おっしゃるように、専門職

の方、有資格者等々については、処遇改善や正職員化するということもお考えになっていた
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だきたいと思うんですけれども、いかがでしょうか。 

○副議長 町長原田俊二君。 

○町長 先ほど来ありましたように、役場として公務員が担わなきゃならない業務なのか、民

間でも対応できる業務なのかとか、様々な観点で議論をしていかなきゃいけないというふう

に思っておりますので、将来的にも直営でやっていかなきゃいけないかどうかの判断も含め

て協議といいますか内部検討をしておりますので、そういう意味では、専門的な部分につい

て任用してお世話になっている方々についても、今後とも継続して直営でやるかどうかなど

も判断の材料にさせていただいておりますので、民間で担っていただければ民間に委託する

ということも当然考えられますので、全て丸抱えで正職化するという考え方は、将来を考え

れば難しいんではないかなというふうに思っております。 

○副議長 橋本欣一君。 

○９番 適材適所、適人数というか、そういう考え方だということなんでしょうけれども、も

う一方で、世の中、リスキリングというんですか、岸田首相がおっしゃっている、それに何

兆円も使いながら、再学習というか、それをやっていくということのようですけれども、リ

スキリングをする時間で別の職員を雇わなければいけないというか、そういう事態も起こっ

てくるということで、リスキリング自体の考え方がどうなのかということもあるようなんで

すけれども、国の方針がまだ決まっていないようなんですけれども、このリスキリングにつ

いては、町長、どのようにお考えでしょうかね。 

○副議長 町長原田俊二君。 

○町長 これから社会も大きく変わっていくわけでありますので、それに対応できる職員の資

質向上を図るための研修等は当然必要だというふうに思います。それで今、町のほうでずっ

と人口が減っているのに業務がどんどん増えてきているというのは何かと考えると、地方分

権の一環として、国でやっていたことが県に下り、県でやっていたことが町に下りというこ

とで、先ほどの答弁にもありましたけれども、例えば交通計画であったりとか、様々な計画

がやっぱり町に対処を求められるということもあります。あわせて、ＤＸといいながら、新

たな業務としてマイナンバーの取得の推進など、本当に通常業務プラスアルファに負荷がか

かるような業務もありますし、コロナ禍があって、ワクチン接種をはじめ感染対策など、本

当に職員にはかなり負担がかかっているなという思いをしております。それも含めて住民に

しっかり安全・安心を確保していくというのが我々の役割ですので、のみ込んでいかなきゃ

いけないというふうに思っております。そういった一つ一つの業務を通しながら、職員の資
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質を向上させていくということも、また現場を離れるだけではなくて、大切なところかなと

いうふうに思っております。 

  あわせてでありますけれども、他団体への職員の派遣なども通じながら、様々な情報を収

集したり、職員の能力開発なども進めていきたいというふうに思っております。あわせて、

民間の持っているノウハウを取り入れながら職員全体のレベルアップを図っていくというふ

うな、様々な手法でリカレントといいますか、能力開発を進めていく必要があるというふう

に捉えております。 

○副議長 橋本欣一君。 

○９番 リスキリングや、あとＤＸ推進でも、実はＤＸを十分に理解している職員が少ないと

いう話で、それの講習のためにさらに別の職員、その業務を補うための職員が必要だったり、

いろいろなことで矛盾が出ているようなんですけれども、いずれ、言ってみれば有能な人材

を利活用しながら行政サービス低下のないようにということで進めていただきたいという、

私の考えはあまりないんですけれども、今後適宜に図るしかないのかなというふうに思って

おります。 

  会計年度任用職員の処遇については、給与表を見たんですけれども、全く私は分かりませ

んでした。分かるような形での給与というか、示していただきたいし、処遇改善、これをぜ

ひお願いしたいと思います。 

  続いては、公共交通でございますけれども、先日、山交バスの説明がございまして、述べ

ましたように感情論だけでは済まないわけなんですけれども、たまたま先日見ておりました

ら、乗降客がお年寄りのご婦人でしたけれども、２人ほど乗られておりまして、米沢方面か

ら帰っていらっしゃる方もおられました。ほとんど乗客というのは正直なところ見られない

んですけれども、そういった交通弱者の方、利用される方もいらっしゃるという中で、町外

に出入りというか、行ったり来たりするという交通手段が１つなくなるような状況なわけな

んですけれども、どうなんでしょうね、デマンド対応で進めるというお話を町外にも延長す

べきだ、充実すべきだと何度も我々議員一堂がお願いしているわけなんですけれども、これ

が一向に進まないというのは、いつ進めるんですか。前回私は高畠町長とお話しすべきだと

いう話もしたんですけれども、どうなんでしょうね、町長。そろそろやっぱり町外、今回の

山交バスの廃止予定に乗りながら、米沢市と語って交渉していくというような方法もあると

思うんですけれども、いかがでしょうかね。 

○副議長 町長原田俊二君。 
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○町長 鉄路もそうですけれども、バスもそうなんですが、本当に必要なものはしっかり残し

ていかなきゃいけないと。特にＪＲの鉄路については、採算性の問題で今後どうあるべきな

のかということが示されましたけれども、やっぱり必要なもの、例えば米坂線については新

潟と山形を結ぶ大事な、内陸として縦貫した路線でありますけれども、でもこの維持管理に

ついてはかなりＪＲさんにとっても負担が大きいと。そういうところをやはり公共交通とし

て残すとするならば、国の施策なども求めていかなきゃいけないというふうに考えておりま

す。 

  町外に行く行かないということについて、町内の事業者さんからすれば、経営の圧迫とい

うことが大きな課題になります。それは米沢市さん側でもそうですし、この圏域の中での事

業者さんの利益というのをどうやって確保していくのかということが大きな課題になってま

いります。そういう意味で、ただ単純に米沢と川西が乗り入れできればいいんじゃないかと

いうレベルの話だけでは解決できないことがございますので、そういう意味で、相互調整的

な形で、定住自立圏の中でも公共交通の拡大ということについてはテーマとして川西町から

提案をさせていただいておりますが、なかなかそこが折り合わないところがございます。 

  デマンドの目的地を見ると、川西町の場合は置賜公立病院、町内の医療施設、そして商業

施設ということで、目的が明確になっております。利便性がないから町外に行けないんだと

いうこと、それがルートがないから行けないんだということだけではなくて、デマンドを利

用されている方々の満足度から見るとかなり高いものをいただいておりますので、その中に

も町外に行きたいという声もありますので、それを実現するために、どのようなニーズがあ

って、どういうふうな対応をしていったらいいのかということは、今後とも継続して検討し

てまいりたいと考えております。 

○副議長 橋本欣一君。 

○９番 まあこの場では継続して努力していただきたいというふうに言うしかないんですけれ

ども、やっぱりそろそろ俎上に上げるぐらいはしていただかないと、我々の要求というか、

なかなか進まないんじゃないかなと思いますんで、まあぜひその辺もご努力お願いしたいと

思います。 

  米坂線については、現状では、もちろん飯豊町管内もあるわけなんですけれども、新潟方

面が相当土砂の流入や、報告があったようなんですけれども、福島県の只見線が開通まで復

旧まで10年間かかったという、そんなことを思い浮かべれば、米坂線もそのぐらいかかるの

かななんていうふうなちょっと予想があるんですけれども、現状は何ともならないという状
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況に把握して、お聞きしてよろしいんでしょうかね。 

○副議長 町長原田俊二君。 

○町長 ９月でありますけれども、小国町長、そして飯豊町長と一緒に、斉藤国土交通大臣に

要望活動をさせていただきました。その折に大臣からお話しいただいたのは、この鉄路につ

いては採算性とは違うと。これは災害なんだということで、災害対応として復旧については

検討していかなきゃいけないという話もいただきまして、我々からすれば安堵したところで

あります。 

  そういう意味では、事業主体がＪＲにはなりますけれども、国、さらには沿線自治体の支

援なども含めて、総合的に復旧に向けた機運が高まることを私たちとしては願っております

し、それを求めてまいりたいと考えております。 

○副議長 橋本欣一君。 

○９番 その米坂線の復旧とともに、長井市長のご発言が、ご提案というふうに私、書いてし

まったんですけれども、提案でも何ともない、報道されたということだけなわけなんですけ

れども、町長、その山形鉄道への委託というかそういうふうなもの、答弁はできないという

ことなんですけれども、感想というか、その程度ぐらいはどうなんでしょうかね。 

○副議長 町長原田俊二君。 

○町長 議会からもご理解いただきながら山形鉄道に支援をしているわけであります。これは、

県と２市２町が上下分離方式ということで経営支援もしているわけでありまして、これは１

億円を超えております。さらには、昨年、今年度、コロナ禍による影響がまだ引き続くとい

うことで、3,000万スキームの支援要請もいただいているところであります。そういう実態

の中で米坂線を運営するというのは難しいというふうに私は思っておりますので、まあ相談

もございませんので答える筋ではないのですが、我々からすれば、ＪＲがしっかり運営を担

って経営をしていただくということを最大限期待しているところであります。 

○副議長 橋本欣一君。 

○９番 私も、民間経営になれば、まあＪＲももちろん民間なんでしょうけれども、山形鉄道

経営になれば、乗降客の利便性というか、それに合わせたものはより柔軟に対応できるのか

なというふうに思うんですけれども、経営面でやっぱり、今までの債務を引き継ぐ形という

か、毎年毎年そんな形になるというのは見えておるわけなんで、経営面ではどうなのかなと

いうふうには、厳しいなというふうには私は思っておるんですけれども、いずれ提案がある

のかないのかは私は分からないですけれども、長井市長からの提案があった場合は、ぜひみ
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っちりした協議というか、そういうものをいただきたいと思います。 

  続いては、大雨災害復旧なんですけれども、私のところにも、どうも復旧というか、特に

申し上げましたダリヤ園に通じる道路、何とかなんないのかというふうにということで、町

当局、課長に問合せをしたところ、設計がなかなか出なくてという、これはあくまでも国の

申請、あるいは手続上の時間が要しているというふうに理解してよろしいんでしょうか。 

○副議長 奥村地域整備課長。 

○地域整備課長 ただいまの内容についてお答えさせていただきます。 

  ありましたように、災害査定、国の支援を受けるということでありますので、ある程度国

のスケジュールに沿ってやるということがまず一つでございます。今回の災害におきまして

は、非常に本町内でも当然多いわけでございます。土木に限らず、農業用施設、それから本

町に限らず近隣の市町も相当被害を受けた関係で、そもそも現地を調査をし、設計をする事

業者の確保ということが一つの課題でございまして、そういったことも復旧を進める上で障

害になったということの一つでございますので、今現在も復旧に向けて早急に取り組んでい

るところでございますので、ご理解いただきたいと思います。 

○副議長 橋本欣一君。 

○９番 町当局には、復旧に全力を尽くしていただいて大変感謝申し上げるんですけれども、

やっぱり逐一住民に説明していただきたいなというふうに思っています。ある方は、設計業

者なんて全国にいっぱいあるじゃないか、どこでも任せられるんじゃないか、そんな言い方

をする方もおられるわけで、なるほどなというところもあるわけなんですけれども、設計業

者というのはやっぱり置賜圏内とか、一定の資格さえあればどこでも頼めるんじゃないです

か。どうなんですか、課長。 

○副議長 奥村地域整備課長。 

○地域整備課長 ありましたように、今回の災害に向けては基本的に町内事業者、それから近

隣というところでできる方々をまずはお願いをしてまいりたいという考えでございましたが、

公共土木については基本的には町内事業者、それから米沢市の事業者さんで何とか対応でき

たわけなんですが、なかなか近隣の市町さんとの数が多いもんですから、山形県の測量業協

会、こういった加盟各社にも依頼をしながら、他の市町村も含めてその事業者の確保を図っ

たということでございまして、県としましても全県的に、県外の事業所も含めて、いろいろ

情報提供をいただいたというような経過でございます。 

  以上でございます。 
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○副議長 橋本欣一君。 

○９番 分かりましたというか、町民の方が分かるか分からないかということなんでしょうけ

れども、やっぱり情報開示しながら、こういうことで遅れておるんですよぐらいは必要なん

じゃないかなと思いますので、ぜひこの辺は対応していただきたいなというふうに思ってお

ります。 

  鏡沼、大光院１号堤でございますけれども、激甚復旧は現状維持だということで、現状維

持の復旧ということは、決壊した部分だけを復旧するというふうに考えてよろしいんですか。

それとも、堤防全体をさらに強靱なもの、基準に合わせたものに復旧していくという、築堤

していくというふうに考えてよろしい、どちらなんでしょうかね。 

○副議長 内谷農地林務課長。 

○農地林務課長・農業委員会事務局長 お答えいたします。 

  大光院堤１号の堤体につきましては、現在106メーターになっております。その中で、今

回の大雨によりまして決壊が25メーターの区域で決壊しておりまして、今回の災害査定前の

調査の段階で、あの堤体、調査をしたところ、分かるでしょうか、桜の木があって膨らんで

いる部分が、ため池のほうにはみ出て膨らんでいる部分があるんですけれども、あの部分は

地山であろうということで、これは強度があるんではないかというふうに言われておりまし

て、今回の復旧につきましては、その地山の部分を除いた、あと道路側から80メーターの区

間を災害復旧として申請するということで、今手続を進めているところでございます。 

○副議長 橋本欣一君。 

○９番 地山であるということで、確実に崩壊しないというふうに理解してよろしいんでしょ

うか。 

○副議長 内谷農地林務課長。 

○農地林務課長・農業委員会事務局長 現在、県のほうで地質調査も行っております。それら

のデータを含めて設計に入っておりますので、崩壊しないというふうに考えております。 

○副議長 橋本欣一君。 

○９番 まあ世の中には絶対というのはないんでしょうけれども、一定程度は相当安心である

というふうなふうに聞かせてもらいました。やるなら全部やれたらなと思うんですけれども、

災害復旧、激甚復旧についてはそれしかつかないということなわけなんで、それでは、その

下流の部分の排水については町長答弁ございますけれども、さらに強力というか、安心でき

るような排水体系というものを整える必要があるんじゃないかなというふうに思うんですけ
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れども、どうなんでしょうね、町長。 

○副議長 町長原田俊二君。 

○町長 この雨が記録的な、それこそ今まで経験したことのないような、短時間で集中して降

った雨だと。この雨が二度と来ないということはないわけで、さらに上回るような雨が降っ

たとしても、下流域の損害をできるだけ最小にする、まあ絶対という言葉はなかなか使えな

いものですから、その意味では、３つあるため池、内山沢、新八堤、大光院堤、この３つの

堤の能力を最大限に生かしながら、内山沢全体の貯水といいますか、排水を制御するような

仕組みを国のほう、県のほうからご指導いただきながら検討しております。 

  それで、大光院堤も新八堤も緊急放水路を、排水路をつくりまして、大雨が来る、もしく

は台風が近づくということはもう天気予報で予測されますので、その予測が起こったときに

はできるだけ水位を下げる、それで雨が降ったときにその水位を下げた部分で貯留するとい

うことで、緩衝帯の役割をため池が持つ、その能力を最大限発揮しながら排水対策を取ると

いうことだと思います。 

  あと、内山放水路、地下放水路があるわけでありまして、あの放水路だけではやっぱり大

変難しいんではないかという、今回の事案を考えれば、さらに内山沢全体の排水対策をもう

一度見直していきたいと。これは、一挙に今回の災害復旧工事でやれるものではなくて、例

えば白川の用水路をはじめ、全体を統括しながら排水計画を立てていきたいと考えておりま

す。 

○副議長 橋本欣一君。 

○９番 目に見える形の排水というものも必要だと思うし、安心できるような排水路、さらに

は住民周知、これも徹底していただきたいなと思いますので、時間が来ましたので私の質問

を以上で終わります。ありがとうございました。 

○副議長 橋本欣一君の一般質問は終了いたしました。 

  ここで休憩いたします。 

  再開時刻を午後１時といたします。 

（午前１１時３２分） 

──────────────────────────────────────────── 

○副議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

（午後 １時００分） 

──────────────────────────────────────────── 
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○副議長 第３順位の吉村 徹君は質問席にお着きください。 

  吉村 徹君。 

（４番 吉村 徹君 登壇） 

○４番 午後一番の質問となりますが、よろしくお願いいたします。 

  議長に通告のとおり質問いたします。 

  初めに、インボイス制度、いわゆる適格請求書等保存方式について、４年間の準備期間が

経過し、令和５年10月１日から導入される運びとなっている中で、これまで免税事業者であ

った商工業者、農家の皆様は、登録に向けてどのようにするか、何よりもインボイス登録申

請するために、免税事業者は適格請求書発行事業者になることができないために、消費税の

課税事業者を選択した上で登録申請を行わなくてはならないなど、特に個人事業者や農家の

方々については、今後の経営の継続について検討せざるを得ない深刻な状況にあるとなって

いるのではないかと危惧するところであります。 

  インボイス制度については、本町行政においても例外ではなく、自治体会計、特に公営企

業会計におけるインボイス制度の導入についてお伺いいたします。 

  １つ、町が発注する公共工事、軽微な保全工事などにおける免税事業者への対応について。 

  １つ、公営企業会計における上下水道料金、また諸工事等に係る対応について。 

  １つ、各種業務において作業されているシルバー人材センターについて。 

  １つ、学校給食食材の納入に係る商店、農家の免税事業者への対応について。 

  １つ、その他、インボイス制度導入による本町各会計への影響はどのようになるのか。 

  次に、さきの議会全員協議会において、８月３日からの大雨の対応について報告を受けた

ところであり、それによれば、各方面に甚大な被害が生じ、国・県の支援を受けながら復旧

復興に向けた取組が行われているわけでありますが、その中で、本町の主産業である農業関

係の被害復旧に向けた取組についてお伺いいたします。 

  農業関係被害額については調査継続中ではありますが、14億円となり、住宅被害に次ぐ被

害となっていることが報告されたところであり、特に農地被害については268件の被害とな

っており、被害を受けた農地について、収穫作業が終わると同時に、被災農家の方や関係団

体において多面的機能支払交付金、中山間地域直接支払交付金を活用しての復旧が進められ

ているが、来年度の作付に向けての進捗状況について、どのようになっているかお伺いいた

します。 

  また、８月３日の被害後、町の調査が始まるまでの間に、時期的に水稲にとっては最も水
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を必要とする時期であることから、関係農業団体や農家の方々が緊急対策のための復旧工事

を行いながら急場をしのいだ状況があります。その工事に係る経費については、どのように

対応されるのかについてお伺いいたします。 

  最後となりますが、被害を受けた農家の方々にとっては、来年の作付に向けて、早期の復

旧に向けた取組を進めるための支援を行っていくべきであると訴えながら質問といたします。 

○副議長 町長原田俊二君。 

（町長 原田俊二君 登壇） 

○町長 吉村 徹議員のご質問にお答えいたします。 

  初めに、本町のインボイス制度導入についてにおける、発注工事における免税事業者への

対応についてでありますが、インボイス制度は、消費税の複数の税率に対応し、売手側が買

手側に対し正確な税率や消費税額等を伝えるための手段として令和５年10月１日から始まる

ものであります。 

  本町では、この制度開始に当たり、売手側の立場として、既に消費税の申告納税を行って

いる水道事業会計、下水道事業特別会計、農業集落排水事業特別会計に加え、今後関連が見

込まれる一般会計及び介護保険事業特別会計の５会計について、米沢税務署に適格請求書発

行事業者の登録を行っております。 

  この運用については、町からの請求書に登録番号や税率ごとに区分した消費税額の表示な

どが義務づけられますが、令和５年度の財務会計システムの更新の中で対応する予定であり

ます。 

  一方、買手側の立場としては、工事や委託業務の発注、物品の購入などの代金は課税事業

者・非課税事業者を問わず消費税を含んだ代金の支払いとなり、インボイス対応の請求書と

これまで同様の請求書が混在することとなります。 

  一般会計の場合は、消費税法上の申告義務が免除されていることから、発注先が課税事業

者か非課税事業者かによって対応が変わることはないものと考えており、指名競争入札にお

ける業者選定においても区分することなく、これまで同様の対応と考えております。 

  次に、公営企業会計への対応についてでありますが、インボイス制度において、水道事業

会計は上水の売手であるため、町内の事業所や個人事業者に対し、正確な適用税率や消費税

額等を請求書や領収書等で伝えていく必要があることから、本年６月、適格請求書発行事業

者の登録を受け、現在、各種帳票等の表記変更に係る水道料金システムの改修作業を進めて

おります。 
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  また、水道事業者としての諸工事等の対応についてでありますが、工事や業務委託等の契

約に伴う消費税については、契約の相手方が適格請求書発行事業者の場合、請求書や領収書

に税率や税額が正確に表記されることにより、水道事業会計として仕入課税控除の適用が受

けられることになります。 

  一方、相手方が免税事業者や適格請求書発行事業者の登録を受けていない場合は、仕入課

税控除は受けられないことになり、消費税の納付において町へ負担が生じる場合が想定され

ます。 

  国のインボイス制度への対応の考え方として、仕入れ先である免税事業者との取引につい

て、インボイス制度の導入を契機として取引条件等を見直すことは、独占禁止法上問題とな

るおそれや建設業法違反となるおそれがあると示されております。このことから、その趣旨

を踏まえ適正に対応してまいりますが、事業者の方々に対しては、インボイス制度の周知広

報など、機会を捉えて制度の理解浸透に努めてまいりたいと考えております。 

  次に、シルバー人材センターについてでありますが、シルバー人材センターには施設の清

掃、資源ごみの回収、町有地の草刈り、雪囲いの設置・撤去作業など、多岐にわたる業務を

委託しております。また、水道事業会計においては、水道のメーター検針業務を委託してお

ります。 

  インボイス制度の導入後も、委託業務については引き続きシルバー人材センターに委託す

ることを予定しており、これまで同様の対応となるものと考えております。 

  次に、学校給食食材納入に係る商店、農家の対応についてでありますが、学校給食は公会

計ではなく、各小・中学校に保護者からの給食費の徴収から食材納入先への支払いまでをお

任せしております。 

  なお、学校給食に使用する大部分の食材については、給食物資の安全・安定供給を確保す

ることを目標に、各都道府県に設置されている公益財団法人山形県学校給食会へ業者選定、

発注、供給を依頼し、購入しているものであります。 

  学校で直接地元の商店、農家に注文、納品いただく食材については、少ない数量でも納品

いただけることからお願いしているもので、商店については商工会で、農家についてはＪＡ

で、それぞれインボイス制度導入に向けた説明、指導を行っているとのことであり、事業者

側で対応されるものと考えております。 

  次に、本町各会計への影響はについてでありますが、インボイス制度では、地方公共団体

が事業者に対し売手となる場合も、地方公共団体が発行する請求書等がインボイスでなけれ
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ば、買手である事業者は仕入税額控除を受けることができなくなり、事業者の消費税負担額

が増加するおそれがあります。 

  町では、各会計所管課において、インボイスが発行できる適格請求書発行事業者としての

登録が必要か検討し、既に消費税の申告納税を行っている水道事業会計、下水道事業特別会

計及び農業集落排水事業特別会計をはじめ、今後町が売手となり消費税を徴収する場合を想

定し、一般会計、介護保険事業特別会計の計５会計において、適格請求書発行事業者の登録

を行ったところであります。これにより、町からの請求書における登録番号の表示など、財

務会計システムの改修等も必要となってまいりますが、令和５年10月の制度導入に向けて準

備を進めているところであります。 

  また、消費税の納税義務については、一般会計は消費税法上、申告義務を免除されており、

制度導入後も同様となります。水道事業会計、下水道事業特別会計及び農業集落排水事業特

別会計はこれまでも消費税申告を行っており、変更はありませんが、介護保険事業特別会計

は新たに消費税の申告義務が生じることとなります。 

  インボイス制度は、本町の会計業務においても新たに対応しなければならないものである

ことから、今後も情報収集に努め、適正に対応してまいります。 

  次に、８月３日からの大雨の対応についてにおける、農業関係の被害についてであります

が、農地及び農業用施設被害については、12月１日現在で被害件数450件であり、内訳は農

地被害が268件、水路被害が108件、ため池被害が12件、農道被害が52件、揚水機被害５件、

頭首工被害５件となっております。 

  災害復旧の状況でありますが、国の農業施設公共災害復旧事業に対し14件の災害申請を行

っており、12月１日に東北農政局の災害査定が終了しました。現在、一部は農林水産省で災

害査定を進めており、あわせて、１月に予定されている国庫補助金の補助率を決定する補助

金増嵩申請を行う準備を進めているところであります。 

  県と町で協調し実施する小規模農地等災害緊急復旧事業については、現行では復旧費用に

対し県が３分の１、町が６分の１、合わせて２分の１補助とする制度となっており、２分の

１は受益者負担となります。しかし、本町の農業者を取り巻く厳しい現状を踏まえ、本年８

月３日の災害については、受益者負担を町が負担し、農家負担が生じない制度とし、９月定

例会で補正予算を可決いただきました。 

  小規模農地等災害緊急復旧事業については、多面的機能支払交付金事業の地域保全隊等へ

の説明会や町報、農事実行組合での周知を経て、10月14日から申請受付を開始し、現在およ
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そ320件の申請を受け付けており、各被災地域で復旧作業が進んでおります。 

  発災直後の水利確保のための緊急対応についてでありますが、８月９日付で多面的機能支

払交付金及び中山間地域等直接支払交付金の地域保全隊に対し、国からの通知を受け、水利

確保のための緊急対応を積極的に行っていただくよう依頼しております。各地域保全隊では

緊急工事等で対応いただいておりますが、個人対応した被災箇所もあったとの報告もいただ

いております。その対応として、緊急復旧工事に対し、復旧工事前後の写真添付や業者への

委託等の要件はありますが、被災状況が確認できれば小規模農地等災害緊急復旧対策事業で

の費用負担を可能としております。 

  次に、来年の作付けに向けた取り組みについてでありますが、このたびの大規模な農業施

設被害で、翌年度の水稲作付に対する懸念が高まっていることから、小規模農地等災害緊急

復旧事業の多面的機能支払交付金事業地域保全隊等への説明会において、来春までの復旧に

ついて保全隊の全面的な協力を要請いたしました。町の要請を受け、地域保全隊では、災害

復旧についての取りまとめや施工業者への見積依頼、町への災害申請を行う等、早期復旧に

向けた取組を担っていただいております。 

  また、農業用水路等を管理する土地改良区に対しても、来春の作付に支障のないよう復旧

作業を進めるよう依頼しております。 

  なお、農業施設公共災害復旧事業については、災害査定、補助金増嵩申請等の諸手続や実

施設計が必要な災害箇所があることから、来年夏以降の工事発注となるものが多くなります

が、農業用水の確保を最優先に工期を設定するなど、営農活動に支障が出ないよう進めてま

いります。 

  以上、吉村 徹議員のご質問のお答えとさせていただきます。 

○副議長 吉村 徹君。 

○４番 インボイス、来年、令和５年10月１日から施行されるわけでありまして、申込受付と

いうか、申請手続が来年の３月31日期限で、町内の業者、免税業者であったり、課税業者も

番号を取るためには申請をしなくてはいけないという状況の中で、今いろいろな手続に当た

ろうとしている状況なのかなと思っておりますが、本町においては順調にインボイス制度の

取組に向けた事業が進展しているということをお聞きして安泰したわけでありますけれども、

その中で、町長の答弁をいただいた中で若干お伺いしたいと思います。 

  町長の答弁の中で、相手方が免税事業者や適格請求書発行事業者の登録を受けていない場

合は、消費税の納入において町へ負担が生じる場合が想定されますとありますけれども、こ
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れは軽減税率という問題もあるわけですけれども、今の状況の中で地元の免税業者を使った

場合には、町が負担をせざるを得ないという状況が生じる可能性があるということで確認し

てよろしいでしょうか。 

○副議長 奥村地域整備課長。 

○地域整備課長 ただいまの内容についてお答えさせていただきたいと思います。 

  今、町のほうでは、答弁にありますとおり、公営企業会計、水道事業、それから下水道事

業の特別会計、農業集落排水事業の中で、消費税の申告という形で納入させていただいてお

ります。でありますように、このインボイス制度の導入によりまして、契約関係で相手方に

発注したときに、相手方がそういった適格請求書発行事業者でないような場合、もしくはそ

こまで届かない免税事業者ということであれば、消費税の申告の際にその仕入税額から控除

をすることが、それを証明するインボイスがないものでありますから、そういったことにな

れば、若干ではありますが、町のほうでそういった負担も生じるおそれがあるんではないか

ということが想定されるわけでございます。 

  以上でございます。 

○副議長 吉村 徹君。 

○４番 このインボイスの性格上、町が下請というか、事業を行っている事業者に対して、あ

なたはインボイスを取っていますかということを確認できないということは町長の答弁にも

あったとおりで、それはまずできないことでありますから、できないわけでありますが、た

だ、当然インボイスの事業者として登録になった場合には、適格請求書発行事業者登録名簿

ということで公表されるということがありまして、町が何ぼでも負担をしないような方法を

考えていくには、結局こういったインターネットあたりから、この業者は適格を取っている

業者かどうかということを確認するということもあるのかどうかお伺いしたい。 

○副議長 奥村地域整備課長。 

○地域整備課長 ありますように、こういった制度を運用されますと、やはりそういったとこ

ろの情報がいろいろ公表になれば、取引の際にはそういった情報を活用するということは一

部あろうかと思いますが、今現在、工事関係等々の契約の中においては、特段インボイス制

度に入ったから契約をしないとかそういったことが、そのインボイス制度を基にした契約解

除とかそういったことがありますと、これは国が示すとおり独占禁止法上問題があるという

ような指摘もございますので、そういったところはそういった指摘に応じながら、基本的に

はこれまでお願いしているような事業については、継続した考えの中で取り組んでいきたい
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というのが第一義でございます。 

○副議長 吉村 徹君。 

○４番 やっぱり心配されるのは、結局免税業者で続けていきたいという業者があって、そう

いった方々が仕事からあぶれるというかね、仕事をできないような状態になるということが

一番私は基本的に心配だなと思って質問しているわけでありますけれども、そういった形で、

ただ事業をやっていく上ではインボイス制度を登録しながらやっていくというのが、国のそ

ういう制度ですから基本なわけでありますが、ただその中でもやはりいろいろ経営の状況と

かを考える中で、インボイスは導入しないと、免税業者でいくという方も中には出てくる可

能性があると。そういった方々が生活できるということもやっぱり行政としては考えていか

なくちゃいけない状況なのではないかなというふうに考えているところであります。 

  そんな中で心配されるのはシルバー人材センターのことでありまして、ここにあるように、

水道のメーター検針は本当に皆さん頑張ってやってくれているわけでありまして、例えばシ

ルバー人材センターが免税業者のままであるということであれば、結局町が消費税を負担す

るような状況が生まれてくるのではないかなというふうに危惧されるわけですけれども、い

かがでしょうか。 

○副議長 坂野財政課長。 

○財政課長 シルバー人材センターにつきましては、町長から答弁ありましたとおり、今現在

も様々な業務をお願いしておりまして、消費税も含めてお支払いしているというような形に

なってございます。このインボイス制度が始まってからも、シルバー人材センターの事務局

さんが登録されるかどうかのご判断はあるかと思いますが、町としてはこれまで同様の取扱

い、支払いということで、後は納税に係る手続等はシルバー人材センターさんのご判断によ

るものと考えてございます。 

○副議長 吉村 徹君。 

○４番 当然消費税含めてのお支払いがなっているということでありまして、後は確かにシル

バー人材センターのほうの対応ということになるということは理解したわけでありますが、

なかなかシルバー人材センターさんもいろいろな公共的な立場みたいな部分があって、結局

働いている方々が消費税の分を振り替えるなんていうことになると大変だなというふうな思

いをしていると、まあこれは町としては関係ないわけでありまして、ですが、私個人として

は本当に働いている方の生活を守る上では、これもちょっと一つ問題のある制度なのではな

いのかなというふうに指摘しておきたいと思います。 
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  あと、また学校の食材の問題もちょっとお聞きしたかったんですが、小学校なんかにやは

り地元の農家の方とかが米とか野菜とかを納品しているという、そこら辺も、その分の会計

についてもこのインボイス制度の対象となるのかについてはいかがでしょうか。 

○副議長 金子教育文化課長。 

○教育文化課長 お答え申し上げたとおりに、各学校で対応していただいているというところ

があるわけなんですが、形の上ではインボイス制度の対象になるんだろうとは思っておりま

す。ただ、大口の例えば米とか牛乳等、こういうものに関しては、答弁の中でお伝えしたと

おりに、学校給食会を通じて納入をしていただいて、お支払いもそちらのほうにしていると

いう状況になってございます。 

  なお、様々な食材においては、学校給食会を通じて発注はかけるんですけれども、実際の

支払いについては各事業者さんに個別に行っているという案件も幾つかはあるというような

ことをお聞きしております。 

  また、ご質問あったとおり、地元の商店とか農家さんからも、本当に小口で買い上げさせ

ていただいているものもあるようでございますが、こちらのほうはＪＡさんなり商工会さん

へ今の状況などもお聞きしたところなんですが、商店については商工会に皆さん加盟されて

いる商店が納入されているということもあって、商工会のほうでは様々な指導が入っていら

っしゃるということです。あと、ＪＡさんとしても、青申の方であろうが、白申の方であろ

うが、組合をつくって販売をされている方であろうが、皆さんに対してインボイス制度の周

知を図っていらっしゃるということで、あとは庭先販売をされているような、消費税を入れ

て販売しているかどうかというものに関しては分からない部分がかなりあるということで、

こちらに関してはＪＡさんのほうでもとにかく全ての農家さんには周知をされているという

ことはお聞きをしているところでございます。 

○副議長 吉村 徹君。 

○４番 確かに商店の皆さんについては商工会のほうで早々に説明会というか、インボイス制

度に対する説明会なんかが行われておりますが、農協に関しては、私も農協の組合員だった

りもするんですが、農協に関しては、農協との取引をやっている限りでは免税業者でも構わ

ないということになるものですから、あまり農協は力を入れてそういった説明をされていな

いなという感じがちょっとしているわけですが、ただ、やっぱり今言われたように庭先出荷

といいますか、農協相手じゃないほかの業者とか産直とかに納めるのは、さっき言った学校

に納めるといったような農家の方々については、やはり説明というのがなかなかなっていな
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いのではないのかなというふうに感じているところでありまして、いずれにしても、学校の

食材についても地元の食材を使うという基本になってきて、うちも商店や農家の皆さんの協

力をもらっているということもありますから、そこら辺、本当に農家の方々が立ち行かなく

ならないような対応をしていくべきではないのかなというふうに考えているところでありま

す。 

  あと、町長の説明の中でなるほどなと思ったんですけれども、水道会計、企業会計は当然

なりますが、介護保険事業特別会計が消費税の申告義務が出るというのは、ちょっと私も認

識不足なんですが、これに関して、売手と買手の関係ということはどういうふうに理解すれ

ばいいのか教えていただきたいなと思います。 

○副議長 原田福祉介護課長。 

○福祉介護課長 お答えいたします。 

  介護保険事業会計の中では、このインボイス制度は当初、あまり関係ないんだろうなとい

うふうな思惑でおりました。ただ、私どもも居宅介護支援事業所、事業所を抱えております

から、よもやもしたときに、これに該当になるというようなことも想定をいたしまして、今

回登録をさせていただいたところでございます。 

○副議長 吉村 徹君。 

○４番 すみません。売手と買手、町が売手で買手が介護保険を受けられる方ということの理

解でいいのかをちょっとお聞きします。 

○副議長 原田福祉介護課長。 

○福祉介護課長 すみません、もう一度お願いいたします。 

○副議長 吉村 徹君。 

○４番 介護保険事業の特別会計の中の売手は町という考え方か、そして買手はそれを利用さ

れる方が払う消費税のことなのかということでのお話です。 

○副議長 原田福祉介護課長。 

○福祉介護課長 そのようなことでございます。 

○副議長 吉村 徹君。 

○４番 このインボイス制度については、来年の10月から導入されるということで、実際にい

ろいろ導入されていく中で課題というか問題が出てくるのかなというふうに思っています。

ただ、今こういった行政のほうでのいろいろな問題をやはりきちっと説明していただいたと

ころでありますけれども、これでもなかなか町民の方々が理解できないところもあるのかな
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なんて思ったりしますので、そこら辺についても周知徹底しながら、消費税についての理解

も深めていく広報なりも必要なのではないかなというふうに考えるんですが、いかがでしょ

うか。 

○副議長 町長原田俊二君。 

○町長 商工会の役員の皆さんともお話しして出た意見も、このインボイス制度導入によって

システムを入れたり、適格事業者としての登録をして消費税を賦課したということを証明し

なきゃならないという、そこの部分についてかなり負担が大きいという話はお聞きしている

ところであります。関連団体の皆さんとも様々な協議をさせていただいて、納税がしっかり

できていくこと、また先ほどありましたように、仕入課税控除が受けられる仕組みもこれは

メリットとしてあるわけですから、そういう意味ではお互いさまという形になるわけであり

まして、消費税が国税として納入されるような対応を進めるために課題は何なのかというふ

うなことも含めて団体と協議させていただいて、広報活動なり支援の在り方などについて検

討させていただきたいと思っております。 

○副議長 吉村 徹君。 

○４番 そういうことで、ひとつよろしくお願いしたいと思います。特に水道料金なんかに関

しては、利用されている方が消費税を払っているなんていう認識がないとかということもあ

ったのかななんて思っているんですよね。メーター検針のあれを見ますと消費税って確かに

出ていますが、今度はインボイス領収書ですから、きちっとした消費税額も出てくるという

ことで、住民の方も、ああ、俺も水道代で消費税を払っているんだなということを確認でき

ると思いますが、今までそういう認識がなかったという方が多いのではないかということも

ちょっと心配されたものですから、であります。 

  インボイスにつきましては、先ほど申し上げましたように、これからいろいろな取組が進

められていく中で問題が出てくると思いますが、またその都度いろいろな面でご指摘しなが

ら、共に勉強しながら新しい制度に取り組んでいくべきだなというふうに考えますので、よ

ろしくお願いしたいと思います。 

  続きまして、８月３日の大雨の被害についての対応についてであります。 

  ９月定例会で補正予算が可決されまして、予算獲得されて復旧に向けた取組が進められて

きたわけでありますけれども、この時点での小規模農地災害緊急復旧事業に対する予算は、

今の時点でこの前の９月議会で提出された予算で間に合うという状況なのかどうかについて

お伺いしたいと思います。 
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○副議長 内谷農地林務課長。 

○農地林務課長・農業委員会事務局長 お答えいたします。 

  ９月議会のほうで２億6,000万円ほどの小規模の予算化をしていただきましたけれども、

現在、町長答弁のとおり320件の申請を受けております。大体450件に対して75％くらいの進

捗だと思いますけれども、農家個人のものが多いものですから、その時点で今のところ１億

3,000万円ほどになっております。あと100件ぐらいございますけれども、これから土地改良

区等々の申請が上がってきます。それを踏まえても予算内で収まるのかなというふうに見て

いるところでございます。 

○副議長 吉村 徹君。 

○４番 あの時点では被害状況が確定していない中でということであったんで、あの予算が果

たして十分なのかどうかということで、それが足りなければ新たな補正予算という考え方も

あるわけですが、そこら辺の状況をちょっと知りたかったわけでありますけれども、そして

今日現在320件ぐらいの申請があったということでございますけれども、皆さん頑張って、

秋の収穫が終わるとすぐに田んぼを手直しでやったりの工事に取り組んでいらっしゃいまし

たが、雪囲いもそっちのけで頑張っていたというふうに考えているわけですけれども、その

320件の申請中、何割ぐらいの工事が現在完了しているのか、つかめていたらお願いしたい

と思います。 

○副議長 内谷農地林務課長。 

○農地林務課長・農業委員会事務局長 現在、100件程度の完了報告をいただきまして、今支

払いの手続を進めているところでございます。 

○副議長 吉村 徹君。 

○４番 支払いが済んだ件数で100件ということで。 

○農地林務課長・農業委員会事務局長 進めているところ。 

○４番 ということは、320件の中の100件が大体完了している。ということは、あと200件ほ

ど、まだ今工事中ということでいいんでしょうか。 

○副議長 内谷農地林務課長。 

○農地林務課長・農業委員会事務局長 320件の申請を受けております。また、土地改良区さ

ん等で五、六十件これから出てきますけれども、申請は受けておりますけれども、実際業者

の都合で工事が来春になるという話も聞いておりますので、町としては来年の作付に間に合

うように必ずやっていただきたいという条件をつけながら申請受付をしているところでござ
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います。 

○副議長 吉村 徹君。 

○４番 結局、施工業者というか工事業者の方々がそこだけの仕事でやるわけじゃなくて、ほ

かの仕事もあるということで、全体的に工事施工業者が少なくて、見積りは取ったけれども、

仕事ひとつできないという状況が今あるという話を聞いていまして、そこに来て不安という

か、来春の作付まで間に合うのかなという心配をされている方もいらっしゃるということで

ありますが、そういった状況に対して、今課長のほうが言われましたように、一応業者の方

には春の作付に向けて何とか支障のないようにやってほしいということでの呼びかけはして

いるということで確認してよろしいでしょうか。 

○副議長 内谷農地林務課長。 

○農地林務課長・農業委員会事務局長 ９月26日に、９月議会の決定を受けまして、中山間や

多面の組織の皆さんと話合いをさせていただきました。その際にも、業者がなかなかつかま

らなくて大変だという声がありました。でも、皆さんの協力をいただかないと来春の作付が

できないということで強く要請をして、その中で皆さんでまとまって申請をしていただいた

り、業者さんに見積りを取っていただいたり、共同で作業している部分がございますけれど

も、そういうふうに進んでおりますので、来春まで何とかしてほしいということで言ってお

りますので、かなうものと信じております。 

○副議長 吉村 徹君。 

○４番 そういった農家の皆さんの不安を払拭していただけるようにお願いしたいなと思いま

す。 

  あと、もう１点なんですが、８月３日に大雨がありまして、ちょっと私の質問書に書かせ

ていただきましたが、町に対する対応の前に自分たちでやったということに対してはどうな

のかということに関しまして、復旧工事直前の写真添付や業者への委託等の要件とありまし

て、写真とか現場の状況は撮ってあったと。ただ、個人あるいは受益者での最初に言った工

事に対しても出るのかどうか、これを見ますと業者への委託等の要件とありますが、これの

理解をどのようにすればいいのか教えていただきたい。 

○副議長 内谷農地林務課長。 

○農地林務課長・農業委員会事務局長 この制度につきましては、県との協調事業になってお

りますので、県の要綱の中で、基本的には自分でやった労力については対象にならないとい

うことになります。ただ、機械を借り上げてやった場合、借上料等については対象になりま
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すので、そういう見積りとか支払い関係とか、使ったという事実があればそれを見せていた

だいて、それに基づいて申請可能かどうかの判断をさせていただきたいと思いますので、農

地林務課のほうにご相談いただきたいというふうに思います。 

○副議長 吉村 徹君。 

○４番 まあかなり前の話でちょっとお伺いしたもんですから、例えば自分の機械を持ってい

る方も農家には結構いらっしゃって、自分の機械でやったというような方もいらっしゃるわ

けでありまして、まあそれはちょっといろいろな取組の研究をしながら、それであれば対応

になるんではないのかなというふうには思っていますけれども、まあそういう個人でそれを

やられた方に対しても、そういったとにかく相談に応じていただけるということでよろしい

んですね。 

○副議長 内谷農地林務課長。 

○農地林務課長・農業委員会事務局長 全てが対応になるかどうかというのは分かりませんけ

れども、ご相談いただきたいというふうに思います。 

○副議長 吉村 徹君。 

○４番 あの当時、かなりせっぱ詰まって工事をやった方があって、結構経費をかけたという

お話を受けたところでありまして、それに対していろいろ対応がなかなかできなくていると

いう状況の話だったものですからちょっと聞いたんですが、ぜひご相談していただいて、や

はりかかった経費ぐらいは出るような感じにしながらしていただきたいと考えているところ

であります。 

  以上をもって質問は終わりますが、本当に今年の冬はどうなるか分かりませんが、農家に

とっては１万円の米価となったとしても、物価高騰でそれ以上に収入が下がったという状況

があります。そういった中で、やはり来年の作付についても心配があるという状況でありま

すので、ぜひそういった町の中心作物であります農家の皆さんの心配を払拭するために、よ

ろしくお願いしたいと思います。ありがとうございました。終わります。 

○副議長 吉村 徹君の一般質問は終了いたしました。 

  ここで休憩いたします。 

  再開時刻を午後２時５分といたします。 

（午後 １時４７分） 

──────────────────────────────────────────── 

○副議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 
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（午後 ２時０５分） 

──────────────────────────────────────────── 

○副議長 第４順位の遠藤明子さんは質問席にお着きください。 

  遠藤明子さん。 

（２番 遠藤明子君 登壇） 

○２番 本日最後、アンカーでございます。よろしくお願いいたします。 

  議長宛てに通告のとおり質問いたします。 

  地域公共交通の今後は。 

  私たちが利用する町内の交通機関には、ＪＲ米坂線、山形鉄道フラワー長井線、山交バス、

タクシーなどがあり、子供たちが利用するスクールバスや園児バスなど日常に密接した公共

交通があります。 

  先月、山交バス米沢小松路線の住民説明会が小松地区・中郡地区２か所で開催され、私は

小松地区の説明会に出席いたしました。現在、山交路線バスは、米沢駅から川西診療所間を

平日のみ上り３便、下り３便、合計６便運行されています。複数の路線バスが往来した時代

もありましたが、時の流れとともに利用者も徐々に減り、１路線だけ頑張って運行していた

だいております。バス会社からは、川西町や米沢市からの援助を受け、今日まで運行するこ

とができたが、乗降者数の減少やコロナ禍、原油価格の高騰など様々な要因から、令和５年

３月31日付をもって廃止したいという説明であり、町も廃止に賛同する方針であるというも

のでした。 

  廃止が決定されることは残念ではありますが、現在の状況下ではやむを得ないと理解しま

す。しかし、必要とする人の移動手段が減るわけですから、町外に出かけるときに車の免許

を持たない人や、特に高齢者には不便をおかけすることになります。 

  一方、デマンド型乗合タクシーは、通院や買物等、高齢者の生活を支える身近な足として

なくてはならない交通手段となっています。さらに、今年からは当日の11時までに予約をす

れば午後の便に乗れる改善がなされ、事業者の協力もあり、利用の幅が広がり、高齢者の皆

さんに喜ばれています。残念なのは、町内だけの運行に限られることであり、今後ますます

高齢者が増え、デマンド型乗合タクシーの役割は大きなものになっていくでしょう。 

  路線バスの廃止決定を踏まえ、以下について町長に質問いたします。 

  ①デマンド交通の広域化と課題は何か。 

  ②地域公共交通計画の策定。 
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  ③デマンド会員の確保は。 

  ④事業者運営の支援（システム改善）について。 

  ⑤利用料金の値上げは。 

  続きまして、雪対策についてであります。 

  ①高齢者住宅の雪下ろし支援等補助事業の充実を。 

  師走に入り、厳しい冬のシーズンがやってまいりました。昨年に引き続き今年も大雪にな

る予測もあり、雪での生活に慣れているとはいえ、独り暮らしの高齢者、老人ご夫婦世帯、

子育て中のひとり親世帯等、生活弱者にとって心細くご苦労の多い季節だと察します。早め

の備えで余裕を持ち、お互いさまの心で助け合いながら冬を乗り切りたいものです。 

  さて、11月町報に雪対策の補助事業の記事が掲載されていました。高齢者住宅などの雪下

ろしを支援、ボランティア除雪・排雪作業を支援、生活道路の除雪作業を支援と、この時期

になると同じ対策での記事を目にいたします。人口減少や高齢化率が年々上昇している昨今、

支える人も支えられる人も共に高齢者が現状です。これまでは頼まれれば屋根の雪下ろしも

何とかできたけれども、自分の家だけで精いっぱいだとか、屋根に上れなくなったという声

が聞こえたりします。これまでと同じ対策が今の実態に合っているのでしょうか。高齢者に

はもっと柔軟な対策が求められているのではないでしょうか。 

  例えば、雪下ろし作業の手間を軽減するための片屋根に修繕をする取組に助成をするのは

どうでしょうか。毎年の雪下ろしの心配がなくなり、お互いが楽になり助かる人もいるかと

思います。 

  また、灯油券の助成は多くの高齢者に喜ばれ、有効活用されています。必要としたときに

自由に何でも使えるオールお助け券なども併せてあれば、より便利になるのではないでしょ

うか。町長にお聞きします。 

  ②除雪オペレーター担い手不足の課題改善に向けてであります。 

  除雪オペレーターの確保については、おのおのの事業者で対応なされていますが、毎年の

ようにオペレーター不足で苦慮していると聞きます。オペレーターの育成には、経験や道路

状況を熟知するまでの長年の時間とキャリアを要し、ベテランと言われるまでに時間がかか

ります。除雪作業は事業者への委託事業ですが、現在のオペレーターは何人いて、何人足り

ないのか、課題となっているオペレーターの担い手不足を解消するため、町はどのような協

力を行っているのか、町長に伺いたいと思います。 

  以上、壇上からの質問といたします。 
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○副議長 町長原田俊二君。 

（町長 原田俊二君 登壇） 

○町長 遠藤明子議員のご質問にお答えいたします。 

  初めに、地域公共交通の今後はにおける、デマンド交通の広域化と課題は何かについてで

ありますが、デマンド型乗合交通の運用に当たっては、毎年アンケート調査や委託事業者と

の情報交換等を行いながら、利用者のニーズを把握し、より利用しやすいサービスの提供に

努めてまいりました。今年６月からは、一部制限はあるものの、当日予約を開始し、利便性

の向上を図ったところであります。 

  今後の課題としては、ご質問にもありましたとおり広域的な運行が挙げられますが、広域

運行については置賜管内の各市町共通の課題と捉えており、置賜定住自立圏共生ビジョンに

おいても、圏域における広域的な移動手段の確保と充実を図るため、デマンドタクシーやコ

ミュニティバス等の広域運行について協議検討が行われております。しかしながら、広域運

行の実現に当たっては、地域公共交通維持の観点から、民業圧迫とならないよう地元の事業

者の理解のもと進めていくことが求められるほか、各市町の地域公共交通会議における合意

形成のハードルが高く、また費用対効果等の綿密な調査研究が必要であり、現時点において

は具体的な進展がない状況となっております。 

  次に、地域公共交通計画の策定についてでありますが、本町においては、令和３年まで毎

年、川西町生活交通確保維持改善計画を策定しながら、デマンド型乗合交通による地域交通

確保維持に努めてまいりました。 

  さきに橋本議員のご質問にお答えしましたとおり、令和２年に地域公共交通の活性化及び

再生に関する法律が改正され、全ての地方公共団体において地域公共交通計画の策定が努力

義務とされたことから、令和３年３月に山形県及び県内全市町村が参画する山形県地域公共

交通計画が策定され、広域化、多様化していくニーズに対応すべく、地域の交通事業者やＮ

ＰＯ等と連携し、コミュニティバス、デマンド交通等多様な移動手段を確保するとした方向

性が示されました。 

  本町においても、当該計画に基づき、置賜定住自立圏の圏域において住民の多様なニーズ

に対応するため、相互が連携することでサービス全体の利便性の向上が図られるよう、調査

検討を進めてまいります。 

  次に、デマンド会員の確保はについてでありますが、令和４年11月末日のデマンド登録者

数は1,511人と、令和３年度末と比較して10名減少しております。高齢化の進展により移動
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手段を持たない交通弱者の増加が見込まれることから、町報や福祉介護窓口等と連携し、利

用促進について情報提供を行い、制度の周知に努めてまいります。 

  次に、事業者運営支援（システム改善）についてでありますが、デマンド型乗合交通の運

営に当たっては、町内３社のタクシー事業者と業務委託契約を締結し、運行しております。

具体的には、町で会員登録を受け付け、タクシー事業者へ会員データを送付し、タクシー事

業者が運営する予約センターが利用者から電話予約を受け、配車を行う仕組みとなっており、

データの送受信はメールで行い、配車管理は予約センターで行っております。 

  今年度実施した当日予約の検討段階において、事務負担の軽減と効率化のため、予約と配

車管理の電算システムの導入を検討しましたが、システム導入と維持管理に要する経費が膨

大となること、またシステム自体が本町のデマンド交通システムと適合しないため、導入を

断念した経過があります。現在の運行において、事業者による運用手法が確立され、現行シ

ステムで十分に機能を果たしていることから、その中でより利便性の向上が図られるよう研

究を進めてまいります。 

  次に、利用料金の値上げはについてでありますが、本町のデマンド型乗合交通の利用料金

については、利用者の負担軽減と利用促進を図るため、平成18年の制度開始当初より500円

としております。また、制度導入に当たっての町の方針として、運行経費における町と利用

者の負担割合が相互に50％となるよう目標を定めており、現在まで双方の負担割合はおおむ

ね50％台で推移していることから、利用料金については、現段階では500円を維持してまい

りたいと考えております。 

  次に、雪対策についてにおける、高齢者住宅の雪下ろし支援等補助事業の充実をについて

でありますが、本町の雪対策については、かわにし未来ビジョンにおいて総合的な雪対策の

充実を施策に掲げ、冬期間の安全で便利な生活が確保できるよう、道路の除雪対策をはじめ、

高齢者への除雪支援など総合的な雪対策を充実し、町と町民が一体となって雪に強いまちづ

くりを進めております。 

  町報11月号に掲載された支援事業の令和３年度実績では、生活道路の除雪を支援する除雪

アダプト推進事業については、町内20自治会33路線で活用いただき、ボランティア除雪・排

雪作業の支援については、６団体の申請を受け、総額６万円の補助金を交付しております。

また、高齢者住宅などの雪下ろしの支援においては、高齢者等世帯の267世帯に総額689万

4,000円の支援を行っております。 

  また、雪下ろし作業の手間を軽減するための片屋根修繕への助成についてのご提案であり
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ますが、現在、川西町住宅建設支援事業補助金のリフォーム工事において、住宅の屋根の雪

下ろし作業の安全性を確保するための雪止めや固定式はしごの設置工事をはじめ、屋根の雪

を落ちやすくする屋根勾配への改良や滑りやすい屋根材への改良工事、融雪設備の設置工事

等に対し助成制度を設けておりますので、ご活用いただけるよう周知に努めてまいります。 

  なお、今後さらに人口減少や高齢化が加速することから、実態に合うような融通性のある

柔軟な対策や、さらなる事業間の連携について検討を進めてまいります。 

  次に、除雪オペレーター担い手不足の課題改善に向けてでありますが、本町の道路除雪に

ついては、11月２日に除雪対策協議会を開催し、今年度の道路除雪計画を承認いただいたと

ころであります。今年度は、町道実延長525.3キロメートルに対し、除雪総延長268.5キロメ

ートルを54台の除雪機械で道路除雪を行ってまいります。 

  議員ご質問の除雪オペレーターについては、今年度は84人が除雪作業に従事いただくこと

としており、各除雪事業者の努力により人員の不足は生じておりませんが、近年、除雪オペ

レーターの高齢化が進行しており、あわせて新たな担い手が非常に少ない状況となっている

ことが喫緊の課題と認識しております。 

  そのため、町では除雪オペレーターの育成及び確保を目的として、平成25年度よりオペレ

ーター育成制度を設け、年齢がおおむね40歳代までのオペレーターに対し、申請により１人

当たり最大10万円を支給しているほか、除雪オペレーター講習会への参加料の全額負担、申

込み手続等の支援を行っております。 

  また、除雪作業の効率化、平準化を図るＩＣＴ技術を活用する除雪機械へのＧＰＳ導入に

ついては、今年度全事業者１台ずつ、合計10台の除雪機械への試験導入を実施することとし

ております。ＧＰＳの導入により除雪機械の現在位置がリアルタイムで把握できることや、

事業者の日報作成の手間の省略等、事務軽減が図られるほか、除雪路線上、注意を要する段

差やマンホール等支障箇所をあらかじめ登録しておくことで、除雪機械がその場所に差しか

かった際には注意を促すアラート機能が発動し注意喚起されることにより、新規のオペレー

ターでも安全に作業でき、育成支援に大きく貢献するものと考えております。 

  町では、今後も除雪事業者と情報共有や意見交換に努めながら、除雪オペレーターの育成

支援を図り、冬期間の安全な交通の確保のため、持続可能な除雪体制を構築すべく努力して

まいりたいと考えております。 

  以上、遠藤明子議員のご質問のお答えとさせていただきます。 

○副議長 遠藤明子さん。 
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○２番 丁寧なご回答をいただきましてありがとうございます。 

  まず最初に、公共交通の質問については、先輩議員のほうからも午前中にご質問がありま

した。なので、そちらのほうでは私も述べるところがあまりないのですが、聞きたいところ

をちょっと何点か聞いていきたいと思います。 

  まず、今の高齢者が今後もだんだん増えてくるという情勢の中で、やっぱりそこに生活圏

域の拡大というかな、住民の方々が、主に高齢者の方々が移動するその自由度というかな、

そういうものの確保は必要かなというふうに思います。また、公共交通を考えた場合に、公

共交通、やっぱりその在り方っていうかな、ちゃんと時間が決まっていて、その時間に行け

ば乗れる、そういうサイクルがあるのが公共交通かと思います。今回、ＪＲのほうもそうで

すけれども、山交バスがまず廃止されるかもしれない、来年。それで、その交通手段が１つ

なくなるといったときに、米坂線のＪＲを使ってじゃ移動しましょう。午前中１本、午後か

ら１本とかそんな状況の中、やっぱり外に出歩く高齢者、お年寄りの方、車を持たない方、

やっぱり不便を感じる、その現状は同じだと思います。 

  デマンド型でそれを対応するといっても、なかなか町内で目的が決まったところへの移動

手段、公共交通で自由に行き来ができるもの、そこの区別は違うものだと思いますが、それ

に関してどうお考えでしょうか。 

○副議長 町長原田俊二君。 

○町長 答弁にもありますけれども、タクシー事業者さんも公共交通機関です。そのことを踏

まえながら事業者さんが成り立つ仕組みも当然考えていかなければなりませんので、デマン

ド交通をスタートするに当たっては様々な議論をさせていただいて、我々の仕事を奪うのか

というところまで迫って議論をさせていただいたところもありました。それを十分ご理解い

ただきながら、タクシー事業者さんの全面的な協力の下で町内のデマンド交通が成り立って

いるという状況でございます。町外に行く部分についても、ＪＲさん、そしてタクシー事業

者さん、様々な事業を起こしている方もいらっしゃいますので、そういったことも含めての

公共交通としてご理解いただきたいと思います。 

○副議長 遠藤明子さん。 

○２番 タクシー業者さん、そのことを考えればやむを得ないというところもあるでしょうが、

やっぱり弱い方の立場からすれば、安くて便利なもの、それにそういう機関があったほうが

便利は便利なわけです。どうしても行かなくちゃいけないというときはタクシーを使うでし

ょうけれども、やっぱり低額で交通、どこへでも行ける、そんな乗り物があるのが町民の方
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は求められているかなというふうには思います。 

  また、公共交通、手段のところで、バスがないということになれば、これからというか、

インバウンドとか国際交流なんかでばんばん外からお客様が入ってくるなんていうときに、

じゃ川西町にどうやって行けばいいのと。米坂線のＪＲ、それを利用してください。じゃ乗

り物、バスがない、じゃタクシーで来てくださいって、そんな状況にもなりかねません。こ

れから地域の公共交通の計画の策定など、広域化も踏まえていろいろ検討がなされるという

ことですけれども、それに向けてもやっぱりこの状況を何とかもう少し改善をして、一歩で

も前に進めていかなくちゃいけないと思うんです。いろいろな意味でハードルが高くて、い

ろいろなところで手が出せない。じゃそのハードルの高いところは何なのか。一つ一つ問題

を解決しながら一歩ずつ進める、そういった工夫が要るかと思うんですけれども、そちらの

ほうではこれ、前に進めていくというご覚悟というかな、一歩でも進めていただきたいとい

うところでは、町長のお考えはいかがでしょうか。 

○副議長 原田町長。 

○町長 山交バス路線の支援については、議会の中でも何回も繰り返し見直しをする必要があ

るという提言、ご意見も賜ってまいりました。利用者が１本当たり0.4人を切るというよう

な状況で、ほとんど乗らないバスが走っているという状況になっているわけでありまして、

あればいいな、あったらいいなというだけではなくて、それに対する費用負担というのは当

然伴っているわけですから、そこの部分を別な次元でカバーしていくということになるのか

なというふうに思っております。 

  様々な事例を重ねてしまうと混乱してしまうので、例えば観光客の誘客などについてはＪ

Ｒさんからの２次交通を観光事業者さんと一緒に考えていく、バスの運行などで出迎えると

いうようなことも含めて、２次交通をしっかり確保していかないと観光客の誘客にはつなが

っていかない、これが現実でございますので、様々な場合を想定しながらどうあるべきなの

かということを議論していく必要があるのかなというふうに思います。 

  また、高齢者の方々の負担をやっぱり軽減していくということについては今後の課題とし

て受け止めさせていただいて、移動手段として例えば医療機関、もしくは町外での買物等で

すね、そういったニーズがあるとするならば、それをどういうふうにカバーしていったらい

いのか、支援していったらいいのかということについては、今後の検討課題とさせていただ

きたいと思います。 

  タクシー事業者さんも一生懸命頑張っていらっしゃいますので、事業者さんが報われるよ
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うな支援も検討していかなきゃいけないのかなというふうに思っておりますので、よろしく

お願いしたいと思います。 

○副議長 遠藤明子さん。 

○２番 ウィン・ウィンの形が一番よろしいかと思いますが、ひとつ力を入れながら取組のほ

うをよろしくお願いしたいと思います。 

  また、じゃちょっとデマンドのほうに問題を移したときにですけれども、そのデマンド会

員の確保のところで、今現在1,511名の会員登録があるということ、また年々高齢者が減少

とともに人数が減っているというような、10名ほど減少しているようなことでございました。 

  それで、お聞きしたいのは、デマンド登録というのは高齢者だけじゃないんですよね。た

しか小学生から500円でどこでも乗れるというふうな形だと思うんですけれども、今現在、

高齢者以外、そういう若い人たちとか、そういう人たちの登録状況などはどうでしょうか。 

○副議長 安部まちづくり課長。 

○まちづくり課長 ただいまのご質問でございますが、デマンド交通の利用者数、それから登

録者数ということで、登録者数については10名ほど減員しておりまして、1,511人というこ

とで把握しているところでございますが、その内訳でございますが、ほとんど高齢者の方と

いうことで把握しているところではありますが、若い方の登録者数については手元にデータ

がございませんので、後ほど示させていただきたいと思います。 

○副議長 遠藤明子さん。 

○２番 じゃ、情報のほうをください。よろしくお願いします。 

  せんだって、私たち会派のほうですけれども、千葉県のほうの研修に行ってきたんです。

御宿町のデマンドの交通についての研修をしてきたところだったんですけれども、そこの町

では人口が7,100人ぐらいしかしないといって、世帯数も3,600世帯、なのに高齢化率が51％

を超えていて県下一の町でした。ただ、そこのところは都会でもあるので、デマンドを使っ

た事業がすごく活発にされて、今のところありがたい乗り物になっているという取組だった

んですが、やっぱり状況も違うんですが、その使われる方、高齢者が全てというか、高齢者

がほとんどなんですけれども、都会から来る避暑地というかな、ちょうど都会の方が…… 

（移住） 

○２番 ああ、移住される方、またはそこに第二の住宅というかな、行ったり来たり、東京と

も行ったり来たりするのにアパートなりマンションを購入しているという使い方が、そうい

う方がほとんどなんでした。それで、自分のところから駅までの交通機関にデマンドが使わ
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れているんだけれども、すごく便利だという取組がなされていて、今のところは順調にいっ

ているというお話をお聞きしながら、そのデマンドが、タクシー業者にお願いしながら１台

で10人乗りの交通機関というかな、タクシーで、60分ごとに１便から８便まで16か所、14か

所かな、ぐるぐる回って、乗り合い、どこからでも乗れますよということをやっているんだ

そうです。それで、それも中学生以上300円で乗せますよ、小学生は100円だけれども、乳児

の方は大人がついているからただで乗れますよというやり取りだったんですが、その中で、

回数券を発行することによって、高齢者だけではなくて子供を持つ親御さんなんかもそのデ

マンドを利用しながら乗られているという取組で、デマンドタクシーというのは高齢者だけ

の乗り物じゃないんだなということを勉強してきました。 

  また、行きはデマンドを使うと、帰りはタクシーを使っていただければ、その料金の半額、

町のほうで負担しますよと、500円までですけれども、町が負担しますから、半分、帰りは

タクシーをどうぞ使ってくださいというような、そういったサービスなどもやっているよう

でした。そういう形を取りながら、何か工夫しながら会員を集めているような施策があった

ようでございます。ああ、これいいなと思ってきたところでありました。うちのほうで参考

に、こんなこともちょっと考えていただきながら、デマンドの今後の在り方というかな、改

善などにもなればいいかなと思います。 

  デマンドのほうでは、先ほどもお伺いしたので、同じような中身になってはあれなので控

えますけれども、ただ、同じ南陽市の取組を一つご紹介したいなと思ったんですが、南陽市

の中で「おきタク」という、知っている方もいらっしゃると思いますが、沖郷地区が独自に、

自治会のほうで自主的に取り組んだ事業でございまして、タクシー料金は500円なんですけ

れども、そこの利用者と、それから沖郷地区全域がバックアップしながら高齢者を支える、

地区負担が200円あると。そして、また半分は市、行政のほうが払うというようなやり方。 

  今後のこれも高齢者が増える中で、やっぱり我々、これも工夫の中にひとつあるかなと。

町、行政だけが支えるのじゃなく、地域全体で支えるとかそういったやりくりの中、地区の

中でも少し負担をしていただきながら、みんなでじゃ高齢者を支えていくというやり方、こ

れについて、町長、どうお考えですか。 

○副議長 町長原田俊二君。 

○町長 「おきタク」の取組については、運輸局からも情報として提供いただいているところ

でありまして、画期的な地域の移動手段の確保という意味では、地域づくりの一環として取

り組まれたものと認識しているところであります。内容自体については、川西のデマンドタ
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クシーのほうがさらに充実しているというふうには思っておりますけれども、地域を挙げた

取組としては評価されるのかなというふうに思っております。 

  見てみますと、我々のところはどこにでも行けるというか、親戚でも、町内であればどこ

にでも500円で行けるという仕組みでありますので、そういう意味では目的地が限られてい

る部分もございますので、制度をスタートしてもう20年近く川西町は取り組んできたその積

み重ねが、事業者さんの協力の下で発展してきたのかなというふうに思います。 

  先ほど御宿の例がありましたけれども、どなたでも利用しやすい環境にしていくという意

味では、タクシー事業者さんの協力がなければできないわけですけれども、例えばですけれ

ども、もう少し朝方の時間帯であったりとか、夕方の時間帯であったりとか、幅を持たせる

ことによって高校生とかを駅まで送っていただくということの部分などで改善できれば、も

っと利用というのは上がるのかなというふうに思ってもいます。これらについても、その目

的が限られている人ですので、一般の方はもうみんなということではなくて、高校生の通学

の足の確保などという観点で地域の課題があるとするならば、その運行について協議をし、

支援をしていただくような取組なども今後の課題として捉えているところであります。 

  本当に車があれば便利でどこにでも行けるので、その自由を満喫している方が多いわけで

すけれども、それがかなわない方もたくさんいらっしゃるということを認識しながら、暮ら

しやすい交通環境をつくっていくことは行政の使命というふうに思っておりますので、なお

一層改善できるように努力してまいりたいと思います。 

○副議長 遠藤明子さん。 

○２番 ぜひ、高齢者だけの乗り物じゃなくて、そういった子供たちなどもいるということも

踏まえながら、今後改善策、よろしくお願いしたいと思います。 

  今、私、小松地区に住んでおりますけれども、小松地区の現状をちょっと言わせていただ

きますと、遠い方は500円だとすごく便利なわけです。ただ、町内、小松のエリアぐらいだ

と、500円だとどうしても高上りになるわという方もいらして、デマンドはちょっとななん

て、もしお友達と一緒にタクシー頼んで割り勘にしたほうが安上がりだなんて、そういう使

い方をする人もいらっしゃいます。ただ、どうしてもやっぱり買物ですとか、タクシーでよ

く来られる、している方も見受けられます。そういう人たちの足がないのはやっぱり課題な

んですね。どんなに近くても歩けなくて、ちょっとそこまで行くその手間、足がなくてよー

と悩んでいる人は小松の町なかにもたくさんいらっしゃいます。そういった方々の声を聞く

と、そしてまたそういった方たちの集まりのサークルにも、今まで乗せてもらったけれども、
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乗せてくれる人がいなくなっちゃってもう行けなくなっちゃったわなんていう、足さえあれ

ばねと、私も行けるけれども、体操もできないのよなんていう、そういう方もいらっしゃい

ます。 

  そういう方の声を聞くと、何かこう、小さなコミュニティというかな、小松地区の中でも

循環して乗れるようなコミュニティバスのようなものが時間時間で回ってくれるような、そ

んなのもあると助かるのかなというふうにも思うわけです。町なかだからいいべというわけ

ではなくて、この町の中でさえも、駅をまたいでこっちまで来るのも大変だという人はたく

さんいるわけです。そういった方たちが使えるような、循環して回れるような、そんな工夫

もぜひ頭の中に置きながら、そこら辺も検討、今後の課題にしていただきたいなと思います

が、いかがでしょうか。 

○副議長 町長原田俊二君。 

○町長 コミュニティバスの運行についても、他の市町で取り組まれている状況も私たちも見

せてもらっております。歴史的には、川西町内も町民バスが走っていたときがあって、それ

でアンケート調査などをさせていただくと、バスになぜ乗らないかというと、その停留所ま

で行くのが大変だということで、乗りにくい、使いにくいということで、ドア・ツー・ドア

であるデマンドのほうに、大方の皆さんのご理解をいただいてかじを切ったところでありま

す。 

  あったらいいなというのは本当に分かるんですけれども、それを運行していくためには、

これは１つの事例ですけれども、大塚の敬老会であったり、玉庭の様々なイベントであった

り、それはもう地域づくりの一環としてタクシー事業者さんにチャーター便をお願いして、

それで巡回して集まっていただくというような、そんな取組もしながら、地域の中で集まり

やすい環境なども整えていただいておりますので、そういった地域活動の一環として検討し

ていただければありがたいし、それに対して行政がどう支援していくかということで課題解

決が図られればいいんではないかなというふうに思っております。何でも全て行政が請け負

ってやっていくということについては、費用対効果もはじめ、いろいろな課題がございます

ので、そこはご理解賜りたいと思います。 

○副議長 遠藤明子さん。 

○２番 くどいようではございますけれども、地域づくりの一環という部分でも、その仕組み

づくりに関しても、行政のほうというか町のほうでしっかりと地区のほうにもそこら辺の事

情なども教えていただきながら、仕組みづくり、よろしくお願いしたいと思います。 
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  それでは、雪対策のほうにちょっといきたいと思います。 

  雪対策のほうで、いろいろこちらのほうも様々な支援事業を活用されて、皆さん事業のほ

うを協力していただいているという実績なども書かれております。ただ、今この事業が悪い

というわけではないんです。この形態プラス、やっぱりその雪を下す人数、作業する方々が

年を取ってきたよということに対して警戒をしてほしい。何かここに新たな補助というかな、

支え的なものが必要じゃないのかなというふうに考えるわけです。 

  毎年毎年この時期になると、雪対策、雪下ろしのほうでは民生委員の方々も高齢者宅など

を回りながら、どうだなんていう話でチェックしながら、雪の状況下では雪下ろし作業をし

ていただくような状況になるんでしょうけれども、その雪を下ろすときの作業、人夫の方、

とっても申請の手間に行っている日が面倒くさくて行ぎたくなーいとか、行かないでぱっぱ

ーと終わしたほうが簡単だーとか、そういう方もいらっしゃるんです（笑）。でも、ただや

っぱり補助金ですから、やっぱりそれは申請をして、そういったちゃんと形を取りながらや

んなくちゃいけないというは分かるんですけれども、その手間が面倒だーなんて言われる方

もいらっしゃって、これについてはどうなのかなというふうに思うんですけれども、自由に

使えるような地域お助け券みたいなそういったものがあると、それで誰でもちょっとのお助

けをしていただけるようなそんな取組、あったらいいんじゃないかなというふうに思うんで

すが、いかがでしょうか。 

○副議長 原田福祉介護課長。 

○福祉介護課長 お答えいたします。 

  前段の部分で、利用される方も支援する方も高齢化になって、様々な手続も大変だという

ようなお話がございました。まさしくこちらは補助事業でございますので、補助申請手続を

いただきながら完了報告書を提出する、もしくは派遣団体に対して後日お支払い申し上げな

んということで、ちょっと煩わしい面があろうかと思いますが、ただ、事業自体は大変有効

なものだということで考えておりまして、今後利用者の方々や派遣団体の方々、皆様からご

意見や、やっていただいたことのご感想をいただくということの中で、簡易な手続で有効性

のある事業に向け、調査研究ということでさせていただきたいなというふうに思います。 

  それから、地域お助け券というような表現でございましたが、全国的にも地域お助け券的

なものがあるやに聞いております。町長の答弁にもございますが、そういうことも含めまし

て、先進事例の研究調査をさせていただきながら、私も勉強させていただきたいなというふ

うに思いますので、よろしくお願いを申し上げます。 
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○副議長 遠藤明子さん。 

○２番 申請に見える方が、その作業手続のハードルが高いというか、作業をするのにいろい

ろ団体でなくちゃいけないだとか、保険に加入しなくちゃいけないだとか、様々なことで大

変だというふうに言う人がいるんですけれども、その手続そのもの、それは簡単にできるも

のなんですか。個人でも大丈夫なものなんでしょうか。 

○副議長 原田福祉介護課長。 

○福祉介護課長 手続は助成方式でございますので、ある程度申請書を書いていただく、それ

からその報告をいただくなどということで一定の事務手続があろうかと思います。保険等に

つきましてもその手続はあるわけでございますが、これは作業をする際に必要なものだとい

うふうに感じておりますので、この辺は省略できないといいますか、手間を除いてはいけな

いものだなというふうに感じております。 

○副議長 遠藤明子さん。 

○２番 じゃ、その方はちょっと面倒くさくというかな、考えていたのかもしれません。縄を

つけなくちゃいけないだとか、ヘルメットをしなくちゃいけないだとか、身を守ることは当

たり前なんでしょうけれども、そういう規制があって面倒だというふうに捉えていたのかも

しれませんので、そこら辺はちゃんとお話をしていきたいと思いますが、その雪下ろしをす

るという時期というのかな、雪がたまる時期ってもうみんな大体一緒になるもんですから、

作業に行く人というかな、混むわけですよね、高齢者のお宅に作業に行くのに混んでくると。

順番を待つしかないというのは分かるんですけれども、作業をしてくれる人が、まず人夫の

方を集めて、自分たちで頼まれたところに行って作業をするわけです。ただ、作業をしてそ

の申請をするのに、その作業員の名前だとか印鑑を押してもらうとか、そういうことで手間

暇がかかって、町のほうに報告と、お金の支払いを受けるのにそういった手間がかかる。そ

して、次、お金が、町のほうから支援金をいただくその日数がかかり過ぎて、先に人夫の方

に立て替えて払わなくちゃいけない、そういう手間もあるというご苦労があるようですが、

そこら辺はどうでしょうか。 

○副議長 原田福祉介護課長。 

○福祉介護課長 お答えいたします。 

  最初にお話をさせていただきましたが、そのような手間がかかるというようなことで、毛

嫌いというわけではないんですが、されている方もいらっしゃると思います。ただ、我々必

要な事業でございますので、必ずや除雪作業というのは出すべきものだと思いますので、実
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際ご利用される方と、それから派遣団体の皆様のマッチング的なものは早々にさせていただ

きながら、その時点でご利用者様、それから派遣される団体の方々からご意見を伺うなどし

て、今あったようなことの解消に努めてまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

○副議長 遠藤明子さん。 

○２番 ぜひ、あまり手間のかからないスピーディーな形で、ご協力していただいている人も

助かるわけですから、対応のほうよろしくお願いしたいと思います。 

  今度は屋根の関係ですけれども、片屋根にするというリフォーム工事においての助成事業

があるとお聞きしました。これ、申請者というか、今までいたもんでしょうか。ちょっとお

伺いしたいと思います。 

○副議長 奥村地域整備課長。 

○地域整備課長 今ありましたように、町のリフォーム補助金というのは様々メニューがござ

いまして、その中の一つとして、雪対策という項目に関して支援をする制度がございます。

その中で、様々メニューがあるんですが、今議員からありましたように、屋根を滑りやすく

片屋根にするとか、そういった条件も要綱には明記をさせていただいておりますが、現実的

にそれを使って解消されたという事例はないというふうには聞いております。 

  一般的に、屋根の改修については、やはり滑りやすくするとか、逆に屋根から落ちないよ

うにする、アストですね、雪止めをつけるという方が、そういった事例はかなり多くの方々

が使っていただいて、それをご利用いただいているというような実績でございます。 

○副議長 遠藤明子さん。 

○２番 申請した方はいらっしゃらないと今お聞きしました。でも、やっぱりこれ、知らない

んだと思います、こういった中身。細かいところがあるというのが分からないから、皆さん

手を挙げないのかなというふうにも思います。それで、やっぱりね、いや、屋根の修復って

いうか、まあお金がいろいろかかるでしょうから、ピンキリでいろいろあるんでしょうが、

この勾配をちょっとつけるだけでも雪が滑りやすくなるだとか、そうすると、上に上がらな

くても、下にたまった、落ちた雪を掃いてもらう、そこだけで済むというような、そういっ

た仕組みだし、もう少しこれ、こういう助成金あるから活用したらいいんじゃないかという

ふうにＰＲしたほうがいいんじゃないですか。いかがですか。 

○副議長 奥村地域整備課長。 

○地域整備課長 ありましたように、雪対策のメニューでも相当な項目がございますし、その
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ほか様々な細い要件を設けておるもんですから、その内容についてはホームページの中でも

見られるような要綱もつけてはおるんですが、なかなかそういった情報が届かない人がいる

ということも踏まえまして、その周知の在り方も含めて、これからご活用いただけるように

制度周知に努めてまいりたいというふうに思います。 

○副議長 遠藤明子さん。 

○２番 ぜひお願いします。 

  仮に、これ何か金額、上限幾らまでとかという、何かそういうのがつくんですか。 

○副議長 奥村地域整備課長。 

○地域整備課長 助成支援制度でございますので、一定の要件がございます。リフォーム補助

金については工事費の５分の１という中で、それも金額的には上限が24万円という中で、県

の助成制度と協調しながらこの取組を行っているところでございます。 

○副議長 遠藤明子さん。 

○２番 まあ24万円の助成があるというんであれば、もしかすると考える方もいらっしゃるの

かもしれませんし、こういった取組というかな、いいものがあるのを、やっぱりこの時期に、

こういうのがありますよというふうな、もう少し町のほうでもＰＲ、周知していただくと、

住民の方も、あ、これ使ってみようという形になるのかななんていうふうにも考えます。よ

ろしくお願いしたいと思います。 

  最後に、すみません、オペレーターについて。 

  除雪オペレーターの担い手ですけれども、こちらのほうも54台の除雪機械に84人が従事し

ていらっしゃるということを知りました。今現在は、今のところそこで回っているから大丈

夫だけれどもというお話でしたけれども、そういった実情を町民の方は知らないわけです。

オペレーターが不足していますという情報だけしか知らないもんですから、いや、大丈夫な

んだろうかとか、これどうするんだろうなんていう心配もしていらっしゃいます。 

  今後の育成も兼ねていろいろ町のほうでも取組がされてあるというふうにおっしゃいまし

たけれども、まだまだ若手の農業者とか、冬場何もしていないとか、そういう方々もいらっ

しゃいます。そういう人たちにもちょっと声をかけて、オペレーター受けてみないかとか、

そんな周知もしながら、勉強してもらうような形を取ってみてはいかがかなと思うんですが、

どうでしょうか。 

○副議長 町長原田俊二君。 

○町長 除雪作業は、大変厳しい環境での仕事作業になります。朝２時から待機して状況を把
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握しながら、もう３時には除雪作業がスタートすると。降雪もしくは吹雪等で前が見えない

ような状況の中で、手探りのような形で除雪をしなきゃならない、本当に過酷な労働であり

まして、その担い手確保については真剣に我々としても考えて、事業者さんへの支援を強化

してきたところであります。 

  このオペレーターの支援の補助ということの重みもあるわけですけれども、もう一つは雪

が降らなくても待機料を事業者さんにしっかりお支払いさせていただいて、やはり仕事がな

いと費用がもらえないということではなくて、待機中にも支払いができるような形でオペレ

ーター確保を図っていただくような支援の強化もさせていただいているところでありまして、

ただ単純に研修したとか何とかではなくて、やっぱり経済的なメリットがなければ事業をさ

れないわけでありますので、そういう総合的な形で事業者支援を通じながらオペレーター確

保を図っていくことが大切というふうに捉えております。 

○副議長 遠藤明子さん。 

○２番 十分にそのオペレーターさんのお仕事、大変だというのは分かります。ただ、やっぱ

りその担い手となっていただかないと、またそれも困るわけですので、十分に理解を深めな

がらお願いして、人材確保に町のほうも協力をしながら努めていただきたいと思います。 

  様々、雪の問題も交通の問題も、住民にとってはこの日常生活に密着した問題で、継続可

能な暮らし、持続可能な暮らしが大事であります。その施策については本当にいいものにな

ってほしいというふうに思いますので、今後ともどうぞよろしくお願いをしながら私の質問

を終わりたいと思います。よろしくお願いいたします。ありがとうございました。 

○副議長 遠藤明子さんの一般質問は終了いたしました。 

  以上で一般質問を終わります。 

──────────────────────────────────────────── 

◎散会の宣告 

○副議長 これをもって本日の会議を散会いたします。 

  誠にご苦労さまでした。 

（午後 ３時０３分） 

 


